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第 40 回「勤労者短観」新型コロナウイルス感染症関連 一次集計結果 

 

－ 直近の月収は「減収」が全体の３割 飲食店、宿泊業では５割におよぶ － 

 

連合総研では、年２回（4月・10 月）「勤労者短観」（勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート調

査）を行っているが、前回、2020 年 4 月実施の第 39 回調査に続き、今回の第 40 回調査でも、「新型コ

ロナウイルス感染症関連」の調査を実施した。主な結果は、以下の通りである。 

今回、先行して発表している新型コロナウイルス感染症関連の分析を含めた、第 40 回勤労者短観の

分析結果の詳細は 11 月中旬に、連合総研ＨＰへ掲載の予定としている。 

https://www.rengo-soken.or.jp/work/tankan/ 

 

＜調査概要＞ 

 
1. 調査対象：全国に居住する 20代から 60代前半までの民間企業に雇用されている者 

    （サンプル数 4,307 人） 

2. 調査期間：2020 年 10 月 1 日(木)～10 月 5 日（月） 

3. 調査方法：WEB 画面上での個別記入方式（㈱インテージリサーチ社に調査作業を委託） 

4. 回答者の構成 

 

 

 

 

5. 調査項目（新型コロナウイルス感染症関連） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇雇用や収入に関わる影響の程度 ／ 具体的な影響 

〇「自宅待機、休業」の有無 ／ 「休業手当」の支払い状況 ／ 「自宅待機、休業」の現

在の状況や見通し 

〇実労働時間の変化 ／ 月収の変化 ／ 勤めている会社の取り組み ／ 仕事面での

不安の変化 ／ 生活面での不安の変化 

〇在宅勤務・テレワークの実施状況の変化 ／労働時間の管理方法／ 

生活への影響／在宅勤務・テレワークの希望 など 

 

  
－ 本件に関する問合せについて － 

本件に関する問合せについては、担当の豊田宛（s-toyoda@rengo-soken.or.jp）

に①質問概要、②ご連絡先（メールアドレス、電話番号）を送付いただければ、折

り返しこちらからご連絡いたします。お急ぎの場合は、連合総研（03-5210-0851）

までご連絡ください。  

 

 〒１０２-００７４ 

東京都千代田区九段南 2-3-14 靖国九段南ビル５階 

電 話 ０３（５２１０）０８５１ 

ＦＡＸ  ０３（５２１０）０８５２ 

担当：豊田・麻生・後藤 

ＵＲＬ https://www.rengo-soken.or.jp 

単位：％　（　　）内は回答者数

回答者数（N） ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代前半

100.0 18.6 23.0 28.4 22.0 7.9

（4307） （803） （991） （1225） （947） （341）

100.0 18.0 23.9 28.3 21.7 8.1

（2311） （417） （552） （653） （501） （188）

100.0 19.3 22.0 28.7 22.3 7.7

（1996） （386） （439） （572） （446） （153）

全体

男性

女性

https://www.rengo-soken.or.jp/work/tankan/
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＜調査結果の概要＞ 

 

◆ 新型コロナウイルス感染症に関連して、雇用や収入に関わる影響があった人は、全体の 37.8％。

とくに、飲食店、宿泊業で７割超、アルバイトで５割超、派遣労働者、パートタイマーで４割超と

高い【図表１－①、３頁】 

 

◆ 雇用や収入に関わる影響があった人のうち、具体的な影響のトップは「収入の減少」で約７割、

次いで「勤務日数や労働時間の減少」が５割弱となっている【図表２－①、５頁】 

 

◆ 勤め先から「自宅待機、休業」を命じられたことがある人のうち、休業手当について、正社員で

は「休業日(休業時間数)の半分以上が支払われた」、アルバイト、パートタイマーでは「まったく支

払われていない」とする割合が多い【図表４－①、８頁】 

 

◆ 週あたりの実労働時間について、５月の緊急事態宣言期間中は「０時間」および「35 時間未満」

の各層ともに増加したが、９月には通常月の水準に戻りつつある。一方、「40 時間以上」の各層で

は、５月に減少し、９月には増加している【図表６－①、10 頁】 

 

◆ 通常月と比較した直近の月収について、＜減少＞したという人は全体で約３割。なかでも、アル

バイトが５割弱、飲食店、宿泊業が約５割と高い【図表７－①、11頁】 

 

◆ 仕事面での不安は、緊急事態宣言の期間から現在に至るまで、「収入の減少（収入不安）」、「勤め

先の経営状況の悪化あるいは企業倒産・事務所閉鎖」の順で高止まりしている【図表９－①、13頁】 

 

◆ 生活面での不安について、緊急事態宣言の期間には「感染予防物資の不足」、「正しい情報がわか

らない」の割合が高かったが、現在では「不況の長期化・深刻化」が最も高く、不安の傾向が変化

【図表 10－①、14頁】 

 

◆ 在宅勤務・テレワークの実施割合は、５月の緊急事態宣言期間中では 24.5％。コロナ問題発生前

から大きく増加したが、９月では 15.8％に低下。在宅勤務・テレワーク未実施の割合は５月でも

75.5％と高かったが、９月には 84.2％とさらに増加している【図表 11－①、15頁】 

 

◆ 在宅勤務・テレワークを行うようになったことで「趣味やプライベートの充実につながった」と

の回答が３割を超える。「家族との会話が増えた」との回答も２割を超える【図表 16－①、20 頁】 

 

◆ 全体の約４割が、今後、在宅勤務・テレワークを希望（継続を含む）。５月又は９月にテレワーク

を実施した人のうち、約８割がその継続を希望している【図表 17－①、21頁】 

 

 

 

 

 

■ 独立行政法人労働政策研究・研修機構（以下、「JILPT」）との共同研究について 

第 39回調査（４月調査）以降、JILPT と連合総研は、「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活へ

の影響」について、共同研究を行っており、今回の第 40 回調査における新型コロナウイルス感染症関

連の調査についても、共同研究の一環として実施している。JILPT においては、「５月調査（５月下旬

～６月初旬）」、「８月調査（８月初旬）」が行われている。 
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調査結果： 

問１ 新型コロナウイルス感染症に関連して、あなた自身について、雇用や収入に関わる影響はどの

程度ありましたか。 

 

雇用や収入に関わる影響があった人は全体の 37.8％。飲食店、宿泊業で７割超、アルバイトで５割

超、派遣労働者、パートタイマーで４割超 

 

図表１－① 雇用や収入に関わる影響の有無・程度 

 

 

―＜影響があった＞とする人は、アルバイトで５割、派遣労働者、パートタイマーで４割を超える1。

一方、契約社員では、全体の割合よりも「ある程度影響があった」（19.1％）が少なく、「全く影響

はなかった」（27.1％）が多い【図表１－①】。 

―非正社員のなかでも、男性より女性のほうが＜影響があった＞とする割合が多い【添付資料】。 

―業種別では、①飲食店、宿泊業（70.6％）、②運輸業（48.0％）、③サービス業（43.0％）、④製造業

（40.8％）、⑤教育、学習支援業（40.5％）、の順で＜影響があった＞とする割合が多い【図表１－

①】。 

―本人の賃金年収が低くなるほど、＜影響があった＞とする割合が多い【添付資料】。 

 ―時系列でみると、「大いに影響があった」および「ある程度影響があった」の割合は、５月調査で増

加したが、その後は減少傾向にある。10月調査では、４月調査の水準まで減少している【図表１－

②】。 

 

                                                   
1 非正社員は、パートタイマー、アルバイト、契約社員、派遣労働者、嘱託を指す（以下、同じ）。 

（％）

回答者数
（Ｎ）

大いに影響
があった

ある程度影
響があった

あまり影響
はなかった

全く影響は
なかった

わからない
＜影響が
あった＞

4307 13.5 24.3 33.9 22.8 5.6 37.8
正社員計 2848 11.4 24.1 36.1 22.8 5.7 35.5

非正社員計 1459 17.6 24.7 29.6 22.8 5.3 42.4

　パートタイマー 767 15.1 26.6 29.9 24.6 3.8 41.7

　アルバイト 276 30.1 26.1 21.4 15.9 6.5 56.2

　契約社員 251 11.2 19.1 36.7 27.1 6.0 30.3

　派遣労働者 145 20.0 24.8 29.7 15.9 9.7 44.8

　嘱託 20 5.0 5.0 45.0 40.0 5.0 10.0

建設業 276 7.6 18.1 40.2 27.9 6.2 25.7

製造業 1039 13.5 27.3 34.5 19.1 5.7 40.8

電気・ガス・熱供給・水道業 77 5.2 18.2 36.4 32.5 7.8 23.4

情報通信業 251 6.4 18.3 42.2 28.7 4.4 24.7

運輸業 300 20.3 27.7 25.0 18.7 8.3 48.0

卸売・小売業 611 9.8 24.5 34.5 25.2 5.9 34.4

金融・保険業 218 11.0 20.2 36.7 26.6 5.5 31.2

不動産業 92 12.0 22.8 38.0 20.7 6.5 34.8

飲食店、宿泊業 170 28.8 41.8 14.7 11.2 3.5 70.6

医療、福祉 383 9.7 19.8 37.6 28.2 4.7 29.5

教育、学習支援業 126 11.9 28.6 28.6 25.4 5.6 40.5

郵便局・協同組合 43 0.0 11.6 48.8 34.9 4.7 11.6

サービス業 721 19.8 23.2 31.8 20.4 4.9 43.0

※＜影響があった＞＝「大いに影響があった」＋「ある程度影響があった」

※嘱託、電気・ガス・熱供給・水道業、郵便局・協同組合については、回答者数が少ないため、留意が必要。

就
業
形
態

合計

業
種

Ｎ=4,307 
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図表１－② 雇用や収入に関わる影響の有無・程度（時系列） 

 

※（  ）内は回答者数。 

※５月調査および８月調査のデータは、JILPT「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生

活への影響に関する調査」（５月調査、８月調査）を使用。 

※JILPT の「５月調査」、「８月調査」は連合総研第 39 回勤労者短観（４月調査）の回答者

を対象にしたパネル調査であり、全回答者数 4,307 人のうち、４・５・８月調査の毎回

回答者 3,212 人が含まれている（全体目標数 4,307 人からの欠落分を補填配信・回収）。

一方、今回の第 40 回勤労者短観（10 月調査）の回答者は、無作為抽出によるものであ

り「４月調査」、「５月調査」、「８月調査」とは回答者が異なる。 

 

 

 

  

12.4 

16.3

13.3

13.5

25.0 

28.7

27.6

24.3

36.1 

28.9

30.2

33.9

16.1 

23.7

25.2

22.8

10.5 

2.5

3.7

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

４月調査（4,307）

５月調査※（4,307）

８月調査※（4,307）

10月調査（4,307）

大いに

影響が

あった

ある程度

影響が

あった

あまり

影響は

なかった

全く

影響は

なかった

わから

ない
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問２ 新型コロナウイルス感染症に関連して、あなた自身への具体的な影響について、当てはまるも

のをすべて選んでください。（※問１で＜影響があった＞と回答した人、複数回答） 

 

影響内容のトップは「収入の減少」（67.9％）、次いで「勤務日数や労働時間の減少」（46.4％） 

 

図表２－① 雇用や収入に関わる影響の具体的内容 

 

 

―「収入の減少」の割合が多いのは、アルバイト、契約社員、正社員で７割前後を占める。「勤務日数

や労働時間の減少」の割合が多いのは、パートタイマー、アルバイトで６割を超える【図表２－②】。 

―派遣労働者では、「期間満了に伴う雇い止め」が全体で 2.7％しかないにも関わらず 20％超、また

「雇用・就業形態の変更」が全体で 8.3％しかないにも関わらず 15％超で、他層を大幅に上回る【図

表２－②】。 

―正社員、非正社員に関わらず、男性で「収入の減少」の割合が７割を超える。女性非正社員では、

「勤務日数や労働時間の減少」が６割を超える【添付資料】。 

―雇用契約期間別でみると、５年超の層で「収入の減少」の割合が７割超、１か月以上１年以下の層

で「勤務日数や労働時間の減少」の割合が 50％台と多い【添付資料】。 

―業種別では、①運輸業（76.4％）、②教育、学習支援業（74.5％）、③飲食店、宿泊業（74.2％）の

順で「収入の減少」の割合が多い。「勤務日数や労働時間の減少」の割合は、①教育、学習支援業

（68.6％）、②飲食店、宿泊業（67.5％）で多い。一方、「勤務日数や労働時間の増加」の割合は、

医療、福祉（11.5％）で多い。【添付資料】。 

―本人の賃金年収が低くなるほど、「勤務日数や労働時間の減少」の割合が多い【添付資料】。 

―時系列でみると、「勤務日数や労働時間の減少」の割合は、５月調査で増加したが、その後は減少傾

向にあるものの、「収入の減少」の割合は、４月調査以降も、増加傾向にある。５月調査までは、「勤

務日数や労働時間の減少」が「収入の減少」を上回っていたが、８月調査以降は、「収入の減少」が

「勤務日数や労働時間の減少」を上回る【図表２－③】。 

 

  

67.9

46.4

14.4

8.3

5.9

3.2

2.7

2.6

2.5

1.7

2.2

5.5

0 20 40 60 80

収入の減少

勤務日数や労働時間の減少

業務内容の変更

雇用・就業形態の変更

勤務日数や労働時間の増加

勤め先の休廃業・倒産に伴う失業

期間満了に伴う雇い止め

会社からの解雇

収入の増加

自発的な退職

当てはまるものはない

答えたくない

（％）

Ｎ=1628

（複数回答）



（公財）連合総合生活開発研究所 

6 

 

図表２－② 雇用や収入に関わる影響の具体的内容（就業形態別） 

 

 

図表２－③ 雇用や収入に関わる影響の具体的内容（時系列） 

 

※（ ）内は回答者数。複数回答。＜影響があった＞とする人が回答。 

※５月調査および８月調査のデータは、JILPT「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する

調査」（５月調査、８月調査）を使用。 

※JILPT の「５月調査」、「８月調査」は第 39 回勤労者短観（４月調査）の回答者を対象にしたパネル調査で

あり、全回答者数 4,307 人のうち、４・５・８月調査の毎回回答者 3,212 人が含まれている（全体目標数

4,307 人からの欠落分を補填配信・回収）。一方、今回の第 40 回勤労者短観（10 月調査）の回答者は、無

作為抽出によるものであり「４月調査」、「５月調査」、「８月調査」とは回答者が異なる。 

※４月調査には、勤め先の休廃業・倒産に伴う失業、雇用・就業形態の変更、収入の増加、自発的な退職の

選択肢はない。 

（複数回答、％）

回答者
数

（Ｎ）

会
社
か
ら
の
解
雇

期
間
満
了
に
伴
う

雇
い
止
め

勤
め
先
の
休
廃

業
・
倒
産
に
伴
う

失
業

雇
用
・
就
業
形
態

の
変
更

業
務
内
容
の
変
更

勤
務
日
数
や
労
働

時
間
の
減
少

勤
務
日
数
や
労
働

時
間
の
増
加

収
入
の
減
少

収
入
の
増
加

自
発
的
な
退
職

当
て
は
ま
る
も
の

は
な
い

答
え
た
く
な
い

合計 1628 2.6 2.7 3.2 8.3 14.4 46.4 5.9 67.9 2.5 1.7 2.2 5.5

正社員計 1010 2.4 1.7 3.1 7.3 16.7 38.1 5.4 69.2 1.7 1.3 2.0 6.2

非正社員計 618 3.1 4.4 3.4 9.9 10.5 59.9 6.6 65.7 3.9 2.4 2.6 4.4

　パートタイマー 320 2.2 2.2 2.2 11.6 9.1 64.1 9.4 60.9 4.7 2.2 2.8 3.8

　アルバイト 155 3.9 1.9 8.4 6.5 11.6 60.0 3.2 76.1 1.9 2.6 2.6 3.9

　契約社員 76 2.6 3.9 1.3 5.3 15.8 51.3 3.9 71.1 3.9 1.3 1.3 6.6

　派遣労働者 65 6.2 21.5 0.0 15.4 7.7 49.2 4.6 58.5 4.6 4.6 3.1 6.2

　嘱託 2 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※嘱託については、回答者数が少ないため、留意が必要。
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（％）

4月調査（1,609） 5月調査※（1,935） 8月調査※（1,760） 10月調査（1,628）
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問３ 新型コロナウイルス感染症発生から現在に至るまでの間に、あなた自身は働きたい・働ける状

態なのに、（通常月なら勤務予定だった日に）勤め先から、自宅待機（一切、働けない「休業」）を

命じられたことはありますか。 

 

勤め先から「自宅待機、休業」を命じられたことがある人は全体の 22.0％ 

 

図表３－① 勤め先から「自宅待機、休業」を命じられたことがある人の割合 

 

       ※（ ）内は回答者数。 

 

―正社員よりも非正社員で、自宅待機・休業を命じられたことがある人の割合が多い。なかでも、ア

ルバイトでは 37.3％と最も多い【図表３－①】。 

―雇用契約期間が１か月未満（47.6％）、１年超５年以下（26.5％）、１か月以上１年以下（26.1％）

の層で、自宅待機・休業を命じられたことがある人の割合が多い【添付資料】。 

―業種別では、①飲食店、宿泊業（48.8％）、②教育、学習支援業（34.9％）、③サービス業（28.8％）

の順で、自宅待機・休業を命じられたことがある人の割合が多い【図表３－①】。 

―いずれの従業員規模においても、自宅待機・休業を命じられたことがある人の割合は 20％超でほぼ

同水準【添付資料】。 

―本人の賃金年収が低くなるほど、自宅待機・休業を命じられたことがある人の割合が増加する【添

付資料】。 
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問４ 勤め先から、「休業手当」は支払われましたか。（※問３で、「自宅待機、休業」を命じられた

ことが「ある」と回答した人） 

 

正社員では「休業日（休業時間数）の半分以上が支払われた」とする割合が多いが、アルバイト、パ

ートタイマーでは「まったく支払われていない」とする割合が多い 

 

図表４－① 休業手当の支払い状況 

 

     ※問３で「ある」と回答した人。（ ）内は回答者数。 

 

―休業手当について「休業日（休業時間数）の半分以上が支払われた」とする人が過半数、一方で「ま

ったく支払われていない」という人が約４分の１を占める。【図表４－①】。 

―業種別では、金融・保険業、製造業で「休業日（休業時間数）の半分以上が支払われた」とする割

合が７割超で多い。医療・福祉、教育・学習支援業で「まったく支払われていない」が５割弱で多

い【添付資料】。 

―従業員規模が小さくなるほど、「休業日（休業時間数）の半分以上が支払われた」が少なくなり、

「まったく支払われていない」が多くなる【図表４－①】。 

―本人の賃金年収が 300 万円以上の層では「休業日（休業時間数）の半分以上が支払われた」の割合

が多い。一方、300 万円未満の層では「休業日（休業時間数）の一部が支払われた」、「まったく支

払われていない」の割合が多い【添付資料】。 

―労働組合の有無別にみると、勤め先に労働組合がある人のほうが、ない人に比べて、「休業日（休

業時間数）の半分以上が支払われた」とする割合が多い【図表４－①】。 
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問５ 「自宅待機、休業」は、現在の状況や見通しなどについて、どのようになっていますか。 

（※問３で、「自宅待機、休業」を命じられたことが「ある」と回答した人） 

 

「既に明けており、同じ会社に復帰している」とする人が７割を超える一方で、「現在も継続で、今後

の復帰の見通しは立っていない」とする人は約６％ 

 

図表５－① 「自宅待機、休業」の現在の状況や見通し 

 

 

―正社員では、非正社員に比べて「既に明けて、同じ会社に復帰」（73.6％）、「現在も継続だが、同

じ会社への復帰時期が決まっている」（9.6％）が多い。一方、非正社員では、「現在も継続で、今

後の復帰の見通しは立っていない」（8.4％）、「既に、別の会社に転職」（9.4％）が多い。とくに、

派遣労働者、アルバイトでは、「既に、別の会社に転職」が約 14％を占める【図表５－①】。 

―業種別では、建設業、不動産業、情報通信業で「現在も継続で、今後の復帰の見通しは立っていな

い」とする割合が１割を超える【添付資料】。 

―従業員規模が大きくなるほど、「既に明けて、同じ会社に復帰」の割合が多くなる【添付資料】。 

―休業手当が「休業日（休業時間数）の半分以上が支払われた」層では、「既に明けて、同じ会社に

復帰」（76.8％）、「現在も継続だが、同じ会社への復帰時期が決まっている」（9.6％）とする割合

が多い。「休業日（休業時間数）の一部が支払われた」層では、「現在も継続で、今後の復帰の見通

しは立っていない」（11.1％）とする割合が多い。「まったく支払われていない」層では、「既に別

の会社に転職」（9.4％）、「別の会社に転職する予定」（5.1％）の割合が多い【図表５－①】。 
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949 70.7 7.2 6.2 5.7 2.2 0.3 1.8 5.9

正社員計 554 73.6 9.6 4.7 3.1 2.2 0.2 1.3 5.4

非正社員計 395 66.6 3.8 8.4 9.4 2.3 0.5 2.5 6.6

　パートタイマー 196 70.4 3.1 8.7 6.6 1.0 0.5 3.1 6.6

　アルバイト 103 61.2 1.9 7.8 13.6 3.9 1.0 1.9 8.7

　契約社員 56 62.5 8.9 8.9 8.9 1.8 0.0 3.6 5.4

　派遣労働者 36 63.9 5.6 8.3 13.9 5.6 0.0 0.0 2.8

　嘱託 4 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

半分以上が支払われた 534 76.8 9.6 4.7 3.2 1.1 0.0 1.3 3.4

一部が支払われた 180 61.1 7.8 11.1 8.3 1.7 0.6 1.7 7.8

まったく支払われていない 235 64.3 1.3 6.0 9.4 5.1 0.9 3.0 10.2

※嘱託については、回答者数が少ないため、留意が必要。
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問６ あなたの仕事をしている時間（実際に働いている時間）についてお聞きします。あなたの１週

間あたりのおおよその実労働時間（含む残業）は、次の３つの時点でどうなっていましたか。 

  （１）新型コロナウイルス問題が発生する前の通常月の週あたりの実労働時間 

  （２）５月（緊急事態宣言期間中）の週あたりの実労働時間 

  （３）９月の週あたりの実労働時間 

 

５月の緊急事態宣言期間中は、「０時間（働いていない）」および「３５時間未満」の層が増加したが、

９月には、新型コロナウイルス問題の発生前の通常月の水準に戻りつつある 

一方、「４０時間以上」の層では、５月に減少し、９月には増加している 

 

図表６―① 週あたり実労働時間数の変化 

 

―５月（緊急事態宣言期間中）の状況【添付資料】 

 ・「０時間（働いていない）」との回答割合は、全体で 7.6％となっており、新型コロナ問題発生前

の通常月（2.1％）に比べ、増加した。性別では女性（12.3％）が高く、就業形態では非正社員（14.3％）、

とりわけアルバイト（24.6％）が高い。また、35時間未満のいずれの層でも、同様の傾向がみら

れる。 

 ・年齢層別では、「０時間（働いていない）」との回答割合は、20 代（13.0％）で高い。 

 ・業種別にみると、「０時間（働いていない）」との回答割合は、飲食店・宿泊業（26.5％）、教育・

学習支援業（22.2％）、サービス業（13.5％）が高い。また、「15 時間未満」についても同様の傾

向がみられる。 

―９月の状況【添付資料】 

・「０時間（働いていない）」との回答割合は、５月からは減少し全体で 2.6％まで戻っている。 

・＜30 時間未満の回答割合＞2をみると、全体では約２割であるのに対し、女性非正社員は６割、

非正社員は５割、とりわけパートタイマーは７割となっており短時間の割合が高い。また、業種

別では、飲食店・宿泊業、教育・学習支援業がいずれも５割弱となっている。 

  ・運輸業においては、新型コロナウイルス問題が発生する前の通常月において、「60 時間以上」が

11.7％であったが、５月に 7.0％まで低下したものの、９月には 10.0％へと上昇している。 

                                                   
2 ＜30 時間未満の回答割合＞＝「15 時間未満」～「25時間以上、30時間未満」の割合の合計（０時間

を除く） 
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０
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０
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０
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０
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０
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０
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（％）

N=4307（１）新型コロナウイルス問題が発生する前 （２）5月（緊急事態宣言期間中） （３）9月
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問７ 新型コロナウイルス感染症の問題が発生する前の、もともと（通常月）の月収と比較して、あ

なたの直近の月収はどうなりましたか。 

 

＜減少＞3の回答割合をみると、全体で約３割であるのに対し、就業形態別ではアルバイトが５割弱、

業種別では、飲食店・宿泊業が約５割と高い 

一方、性・就業形態別では女性正社員が２割強、業種別では、建設業、情報通信業が２割弱となって

おり、＜減少＞したとする割合が低い 

 

図表７－① 通常月と比較した直近の月収の増減 

 

 

―減収幅の大きかった層として、＜３割以上減少＞4の回答割合をみると、全体が 12.6％であるのに

対し、性・就業形態別では男性正社員が 19.0％、就業形態別ではアルバイトが 32.5％となってい

る。また、業種別では、飲食店・宿泊業が３割、サービス業、運輸業が約２割となっており、減収

幅の大きな割合が高い【図表７－①】。 

                                                   
3 ＜減少＞＝「１～２割減少」～「９割以上減少」の回答の合計 
4 ＜３割以上減少＞＝「３～４割減少」～「９割以上減少」の回答の合計 
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６
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２
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変
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）

<

3
割
以
上

減
少

>

<

減
少

>

<

増
加

>

4307 1.2 1.4 2.7 7.3 16.4 66.6 12.6 29.0 4.5

男性 2311 1.0 1.1 1.9 7.6 18.4 66.8 11.6 30.0 3.4

女性 1996 1.4 1.8 3.6 6.9 14.1 66.5 13.7 27.8 5.8

男性正社員 1928 0.5 0.9 1.6 7.1 18.8 67.8 10.1 28.9 3.3

男性非正社員 383 3.1 2.1 3.4 10.4 16.2 61.4 19.0 35.2 3.4

女性正社員 920 0.9 1.4 1.7 6.0 13.2 72.2 10.0 23.2 4.6

女性非正社員 1076 1.9 2.1 5.2 7.6 14.9 61.6 16.8 31.7 6.6

正社員計 2848 0.6 1.1 1.6 6.7 17.0 69.2 10.0 27.0 3.8

非正社員計 1459 2.2 2.1 4.7 8.4 15.2 61.5 17.4 32.6 5.9

　　　パートタイマー 767 1.6 1.7 4.4 6.3 15.4 64.0 14.0 29.4 6.6

　　　アルバイト 276 4.7 5.4 7.2 15.2 15.6 47.1 32.5 48.1 4.7

　　　契約社員 251 0.8 0.8 3.2 6.4 12.4 73.7 11.2 23.6 2.8

　　　派遣労働者 145 3.4 0.7 3.4 10.3 20.0 53.1 17.8 37.8 9.0

　　　嘱託 20 0.0 0.0 10.0 5.0 5.0 75.0 15.0 20.0 5.0

建設業 276 0.7 0.7 1.8 4.7 9.8 78.6 7.9 17.7 3.6

製造業 1039 0.5 0.9 2.0 8.0 21.6 63.3 11.4 33.0 3.8

電気・ガス・熱供給・水道業 77 2.6 1.3 0.0 1.3 19.5 74.0 5.2 24.7 1.3

情報通信業 251 1.2 1.2 0.8 4.0 12.7 72.5 7.2 19.9 7.6

運輸業 300 1.7 2.0 4.0 11.7 19.3 56.3 19.4 38.7 5.0

卸売・小売業 611 1.1 1.0 1.5 3.9 15.5 71.8 7.5 23.0 5.1

金融・保険業 218 0.0 0.5 2.8 6.4 13.8 71.6 9.7 23.5 5.1

不動産業 92 4.3 1.1 1.1 7.6 12.0 73.9 14.1 26.1 0.0

飲食店、宿泊業 170 1.8 4.1 8.2 15.9 20.6 42.9 30.0 50.6 6.5

医療、福祉 383 0.5 1.0 2.6 3.4 13.1 73.4 7.5 20.6 6.0

教育、学習支援業 126 0.0 1.6 1.6 5.6 11.9 76.2 8.8 20.7 3.2

郵便局・協同組合 43 2.3 2.3 0.0 4.7 9.3 79.1 9.3 18.6 2.3

サービス業 721 2.2 2.5 4.6 10.7 15.3 61.0 20.0 35.3 3.7

性

性
・
就
業
形

態

就
業
形
態

勤
務
先
の
業
種

合計
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問８ 以下のそれぞれの期間について、政府や自治体の要請に基づき、あるいは自主的に、あなたが

勤めている会社（事業所・工場・店舗）は、以下の対応を行いましたか（行っていますか）。 

 （１）新型コロナ問題の発生以降、緊急事態宣言の期間（～5/24）までに行われたもの 

 （２）緊急事態宣言解除以降、現在でも行われているもの 

 

いずれの期間においても、最も多い取り組みは、「マスク・消毒用品、フェイスシールドの使用・配

備」で５割弱。（２）の期間では、次に多い回答が、「特にない」で３割を占める 

 

図表８―① 勤め先の会社が行った・行っている対応（複数回答） 

 

 

―「休業（閉鎖、閉店等）や休業日数の拡大」の減少幅が最も大きくマイナス 10.6%ポイントとな

っている。次いで「営業時間の短縮」（マイナス 7.8％ポイント）、「出勤日数の削減」（マイナス

7.6%ポイント）となっている【図表８－①】。 

 ―「（２）緊急事態宣言解除以降、現在でも行われている」取り組み【添付資料】 

  ・「営業時間の短縮」や「出勤日数の削減」は、性別でみると女性の回答割合が高く（同順に 7.9％、

8.6％）、性・就業形態別では女性非正社員（同順に 8.8％、11.2％）、業種別では飲食店・宿泊

業（同順に 24.7％、20.6％）がそれぞれ高い状況が継続している。 

  ・「WEB 会議、TV 会議の活用」は、業種別でみると、情報通信業（41.8％）、金融・保険業（34.4％）

で回答割合が高い。また、従業員規模が大きくなるほど、回答割合が高くなる。 

  ・対応が「特にない」との回答割合は、従業員規模が小さいほど高くなっており、29 人以下では、

42.0％となっている。 
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Ｃ
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（１）新型コロナ問題の発生以降から緊急事態宣言の期間 （２）緊急事態宣言解除以降から現在 N＝4307



（公財）連合総合生活開発研究所 

13 

 

問９ 新型コロナウイルス感染症に関して、（１）～（３）のそれぞれの期間で、「ご自身の感染」以

外に、仕事面で、あなたが特に不安に感じたことを、３つまで選んでください。 

  （１）新型コロナウイルス問題が発生する前 

  （２）新型コロナ問題の発生以降、緊急事態宣言の期間（～5/24） 

  （３）緊急事態宣言の解除（5/25）から現在に至るまで 

 

「（２）緊急事態宣言の期間」では、「収入の減少（収入不安）」（31.1％）、「勤め先の経営状況の悪化

あるいは企業倒産・事務所閉鎖」（16.1％）の順で高い 

「（３）緊急事態宣言の解除から現在」でも同様の傾向にあり、若干の低下はあるものの「（１）発生

前」の回答割合を上回っている項目が多く、不安が高止まりしている 

 

図表９―① 仕事面での不安（３つまで回答） 

 

 

  

―「（３）緊急事態宣言の解除から現在まで」【添付資料】 

・「収入の減少（収入不安）」は、アルバイト（40.9％）、派遣労働者（32.4％）で回答割合が高い。

あわせて、派遣労働者は「解雇や雇い止め（雇用不安）」も 27.6％と高い。一方、契約社員、パー

トタイマーについては、「不安に感じたことは特にない」の回答割合が高い。 

・業種別では、飲食店、宿泊業において、「収入の減少（収入不安）」（42.9％）、「勤め先の経営状況

の悪化あるいは企業倒産・事務所閉鎖」（25.9％）、「解雇や雇い止め（雇用不安）」（20.0％）の回

答割合が高い。 

 

15.9

8.9

7.1

8.3

3.8

8.7

6.9

0.5

49.0

12.9

31.1

16.1

15.8

12.3

8.9

8.6

6.5

5.1

4.1

0.6

29.5

10.9

27.5

14.7

14.0

10.8

7.7

6.4

6.9

5.8

2.8

0.7

32.0

11.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

収入の減少（収入不安）

勤め先の経営状況の悪化あるいは

企業倒産・事務所閉鎖

感染予防や感染者発生時の対応などの

会社の衛生管理

解雇や雇い止め（雇用不安）

ご自身の仕事の調整

在宅勤務・テレワークなどの環境整備

職場の人間関係の変化

求められるスキルの変化

「一斉休校」等の休暇や業務調整の

会社のマネジメント

その他

不安に感じたことは特にない

答えたくない

（％）

（１）新型コロナウイルス問題が発生する前 （２）新型コロナ問題の発生以降、緊急事態宣言の期間

（３）緊急事態宣言の解除から現在に至るまで
N＝4307

※グラフは「不安に感じたことは特にない」、「答えたくない」以外で、（２）の期間で高い順に並べている。 
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問１０ 新型コロナウイルス感染症に関して、（１）～（２）のそれぞれの期間で、「ご自身やご家族

の感染」以外に、生活面で、あなたが特に不安に感じたことを、３つまで選んでください。 

  （１）新型コロナ問題の発生以降、緊急事態宣言の期間（～5/24） 

  （２）緊急事態宣言の解除（5/25）から現在に至るまで 

 

「（１）緊急事態宣言の期間」では、「感染予防物資の不足」（37.1％）、「正しい情報がわからない」

（24.1％）の順で高い 

「（２）緊急事態宣言の解除から現在」では、「不況の長期化・深刻化」（23.5％）が最も高く、次い

で、「正しい情報がわからない」（17.4％）、「収入の減少に伴う生活への支障」（17.1％）などで、不安の

傾向が変化している 

 

図表 10―① 生活面での不安（３つまで回答） 

 

 

 

 ―「（１）新型コロナ問題の発生以降、緊急事態宣言の期間」より「（２）緊急事態宣言の解除から

現在」で増加の幅が大きなものは、「不況の長期化・深刻化」（6.9％ポイント増加）、次いで、「新

しい生活様式による社会の変化」（6.5％ポイント増加）となっている【図表 10－①】。 
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感染予防物資（マスクやアルコール消毒用品）の不足

正しい情報がわからない

不況の長期化・深刻化

収入の減少に伴う生活への支障

旅行やイベント、冠婚葬祭などの参加や実施

生活物資の不足

感染拡大防止に向けた政府の対応

新しい生活様式による社会の変化

休校による子どもの学習への影響

ご自身やご家族の持病などによる通院や入院

一斉休校に伴う子どもの預け先

その他

不安に感じたことは特にない

答えたくない

（％）

（１）新型コロナ問題の発生以降、緊急事態宣言の期間 （２）緊急事態宣言の解除から現在に至るまで

N＝4307

※グラフは「不安に感じたことは特にない」、「答えたくない」以外で、（１）の期間で高い順に並べている。 
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問 11 在宅勤務・テレワークについておききします。あなたの１週間あたりの在宅勤務・テレワーク

の日数は、次の３つの時点で何日でしたか。 

  （1）新型コロナウイルス問題が発生する前の通常月の週あたり在宅勤務・テレワーク日数 

  （2）５月（緊急事態宣言期間中）の週あたり在宅勤務・テレワーク日数 

  （3）９月の週あたりの在宅勤務・テレワーク日数 

 

在宅勤務・テレワークの＜実施割合＞5は、５月の緊急事態宣言期間中では 24.5％。コロナ問題発生

前の 5.9％から大きく増加したが、９月では 15.8％に低下。「在宅勤務・テレワークを行っていない」

とする回答割合は、５月でも 75.5％と高かったが、９月には 84.2％とさらに増加している 

 

図表 11－① 在宅勤務・テレワークの実施の有無・週あたりの実施日数 

 
―新型コロナウイルス問題の発生後に実施した人の実施日数の割合は、＜週３日以上＞6が５月の緊急

事態宣言期間中では７割を超えたが、９月では約６割となっている【図表 11－①】。 

―新型コロナウイルス問題が発生する以前のテレワーク＜実施割合＞は首都圏・関西圏で 8.2％、そ

れ以外の地域で 3.8％とそれぞれ低かったものの、５月には首都圏・関西圏では＜実施割合＞が３

割を超え、また、それ以外の地域でも 15.9％に達した。９月には首都圏・関西圏が依然として２割

以上の＜実施割合＞を維持している一方で、それ以外の地域では 8.7％と＜実施割合＞の低下が見

られる【添付資料】。 

―９月の状況【添付資料】 

・在宅勤務・テレワークの＜実施割合＞について性別・就業形態別でみると、男性正社員では 22.6％

であるのに対し、女性非正社員では 6.2％となっている。 

・在宅勤務・テレワークの＜実施割合＞について業種別でみると、情報通信業において46.6％と高く、

次いで不動産業（26.1％）、金融・保険業（25.2％）となっている。 

・勤め先の従業員規模が大きくなるほど＜実施割合＞が高くなっている（「29 人以下」では 8.5％、

「30～99 人」では 10.1％、「100～999 人」では 16.8％、「1,000 人以上」では 28.3％）。  

                                                   
5 ＜実施割合＞＝「1 日」～「7 日」の回答の合計 
6 ＜週３日以上＞＝「3 日」～「7 日」の回答の合計 
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26.2

21.2

16.1

14.3

16.9

19.4

19.0

17.4

12.9

15.1

18.7

30.4

17.5

2.7

2.4

3.2

4.3

6.4

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(3) 9月(n=679)

(2) 5月（緊急事態宣言期間中）(n=1055)

(1) 新型コロナウイルス問題が発生する前(n=252)

在宅勤務・テレワークを実施した人のうちの実施日数の割合 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日

59.5%

71.6%

59.9%

週3日

以上
(計)

15.8

24.5

5.9

84.2

75.5

94.1

(3) 9月(n=4307)

(2) 5月（緊急事態宣言期間中）(n=4307)

(1) 新型コロナウイルス問題が発生する前(n=4307)

在宅勤務・テレワークを実施した人の割合
在宅勤務・テレワークを実施した 在宅勤務・テレワークを実施していない （％）

（252人）

（1055人）

（679人）

Ｎ=4,307 
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問 12 あなたは、在宅勤務・テレワークで、残業代支払いの対象となる時間外・休日労働を行うこと

がありましたか。 

問 13 あなたは在宅勤務・テレワークで時間外・休日労働を行った際、以下の①～②のようなこと

は、どのくらいありましたか。       

① 残業代の対象となる時間外・休日労働をしたにも関わらず申告しないこと 

   ② 残業代の対象となる時間外・休日労働をしたにも関わらず勤務先に認められないこと 

 

９月の在宅勤務・テレワーク時、時間外労働が＜あった＞7割合は 47.5％。うち、残業代未申告が＜

あった＞人の割合は 54.3％、残業として認められないことが＜あった＞人の割合は 46.3％ 

 

図表 12・13－① 在宅勤務・テレワークの際の時間外・休日労働の有無 

           未申告残業、不払い残業の有無 

 

―在宅勤務・テレワークで、残業代の支払い対象となる時間外・休日労働、未申告残業、不払い残業

が＜あった＞とする人の割合は、新型コロナウイルス問題発生以前の方が高い【図表 12・13－①】。 

―未申告残業、不払い残業が＜あった＞人の割合は、９月時点がいずれも低くなっている【図表 12・

13－①】。 

―９月の状況をみると、時間外・休日労働が＜あった＞人の割合は、男性正社員で 49.4％、従業員数

1,000 人以上の企業で 49.5％、専門・技術職で 52.1％であり、それぞれ高い割合となっている【添

付資料】。  

                                                   
7 ＜あった＞＝「よくあった」、「ときどきあった」、「まれにあった」の回答の合計 

13.0
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17.2

16.3
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14.0

22.2

39.0

45.7

31.0

13.5

13.1
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(3) 9月(n=679)

(2) 5月（緊急事態宣言期間中）(n=1055)

(1)  新型コロナウイルス問題が発生する前（n=252)

よくあった ときどきあった まれにあった まったくなかった 立場上、残業代は支払われない（管理監督者等）

57.1%

41.2%

47.5%

あった

(計)

（％）在宅勤務・テレワークで、残業代支払いの対象となる時間外・休日労働を行うことがありましたか。

12.4

13.8

22.2

19.3

21.8

31.9

14.6

12.0

20.8

53.7

52.4

25.0

(3) 9月(n=322)

(2) 5月（緊急事態宣言期間中）(n=435)

(1)  新型コロナウイルス問題が発生する前 (n=144)

よくあった ときどきあった まれにあった まったくなかった

75.0%

47.6%

46.3%

あった

(計)

残業代の対象となる時間外・休日労働をしたにも関わらず勤務先に認められないことがありましたか。

※問12で、時間外・休日労働が「よくあった」、「ときどきあった」、「まれにあった」のいずれかを選択した人で集計。

14.3

17.0

22.9

21.4

25.7

34.7

18.6

15.4

21.5

45.7

41.8

20.8

(3) 9月(n=322)

(2) 5月（緊急事態宣言期間中）(n=435)

(1)  新型コロナウイルス問題が発生する前 (n=144)

よくあった ときどきあった まれにあった まったくなかった

残業代の対象となる時間外・休日労働をしたにも関わらず申告しないことがありましたか。

79.1%

58.1%

54.3%

あった

(計)

※問12で、時間外・休日労働が「よくあった」、「ときどきあった」、「まれにあった」のいずれかを選択した人で集計。

（％）

Ｎ=4,307 
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問 14 あなたの職場では、どのような方法で労働時間を管理（把握）していますか。（※複数回答） 

  （1）出勤した際の時間管理方法 

  （2）在宅勤務・テレワークをした際の時間管理方法 

 

在宅勤務・テレワークの際の労働時間管理は、「パソコン等の使用時間の記録」（24.0％）、「ネットワ

ーク上の出退勤管理システムでの打刻」（20.1％）、「自己申告」（18.8％）の順に多い 

 

図表 14－① 出勤した際、在宅勤務・テレワークをした際の労働時間管理方法 

 

※ ５月又は９月に在宅勤務・テレワークを行った人について集計。 

 

 ―(1)出勤した際の時間管理方法と比較して、(2)在宅勤務・テレワークの際の割合が高いのは、「自己

申告」（18.8％）、「メール等による管理者への報告」（15.2％）、「労働時間管理はしていない」（9.9％）

である【図表 14－①】。 

 ―在宅勤務・テレワークの際の労働時間管理方法を従業員規模別にみると、従業員 1,000 人以上の企

業では「パソコン等の使用時間」による管理が多い一方で（38.6％）、「自己申告」（15.1％）による

管理は少ない。他方、従業員 99 人以下の企業では「パソコン等の使用時間」による管理は少なく

（8.8％）、「自己申告」による管理が多い（25.4％）【添付資料】。 

  

9.9

2.7

0.7

3.4

6.2

15.2

6.9

6.2

3.6

18.8

5.9

20.1

24.0

6.6

1.5

0.5

2.7

4.

4.6

5.4

9.5

13.9

14.1

17.6

20.0

24.4

労働時間管理はしていない

労働時間管理の対象ではない

その他

会議システムのカメラ機能等での在席・離席状況の

管理

チャットツール等での在席・離席状況の手動記録

メール等による管理者への報告

上長による出退勤時刻の確認（現認）

出勤簿への記名・押印

Ｉ Ｃリーダー等での出退勤時刻の読み取り

自己申告

タイムレコーダーによる管理

ネットワーク上の出退勤管理システムでの打刻

パソコン等の使用時間（ログインとログアウト）の記

録

(1) 出勤した際の時間管理方法 (2) 在宅勤務・テレワークをした際の時間管理方法

（％）(n=1085) (n=1085)
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問 15 在宅勤務・テレワークの際、以下の（1）～（7）のようなことは、どのくらいありましたか。 

 

全体でみると、いずれの項目についても「まったくなかった」と回答した人の割合が約６割を占める

ものの、男性については「通常の勤務よりも長時間労働になること」（49.1％）、「休憩時間がきちんと

とれないこと」（46.0％）、「勤務時間外に仕事に関する連絡を受けること」（45.9％）が＜あった＞とす

る人が多い 

 

図表 15－① 在宅勤務・テレワークの際にあったこと 

 

※ ５月又は９月に在宅勤務・テレワークを行った人について集計。 

9.2

8.9

9.0

13.6

19.6

17.4

11.5

17.6

15.4

65.6

54.0

58.2

女性(n=390)

男性(n=695)

全体(n=1085)

(1) 休憩時間がきちんととれないこと
よくあった ときどきあった まれにあった まったくなかった

41.8%

46.0%

34.4%

あった

(計)（％）

5.9

10.2

8.7

14.1

19.7

17.7

15.6

19.1

17.9

64.4

50.9

55.8

女性(n=390)

男性(n=695)

全体(n=1085)

(2) 通常の勤務（出勤しての勤務）よりも長時間労働になること

2.8

5.3

4.4

5.1

13.5

10.5

10.0

15.4

13.5

82.1

65.8

71.6

女性(n=390)

男性(n=695)

全体(n=1085)

(3) 深夜の時間帯（午後10時～午前５時）に仕事をすること

6.2

7.8

7.2

14.1

18.0

16.6

16.9

20.1

19.0

62.8

54.1

57.2

女性(n=390)

男性(n=695)

全体(n=1085)

(4) 勤務時間外に仕事に関する連絡を受けること

42.8%

45.9%

37.2%

あった

(計)

7.9

8.1

8.0

13.1

15.7

14.7

14.9

18.7

17.3

64.1

57.6

59.9

女性(n=390)

男性(n=695)

全体(n=1085)

(5) 在宅勤務・テレワーク中に家事、育児、介護をすることがあり、仕事に集中できないこと

9.7

8.6

9.0

8.7

14.5

12.4

9.2

11.9

11.0

72.3

64.9

67.6

女性(n=390)

男性(n=695)

全体(n=1085)

(6) 在宅勤務・テレワークが原因で収入が減ったこと（通勤手当の減少による収入減を除く）

32.4%

35.1%

27.7%

あった

(計)

4.1

4.9

4.6

8.7

11.5

10.5

13.3

12.4

12.7

73.8

71.2

72.2

女性(n=390)

男性(n=695)

全体(n=1085)

(7) 在宅勤務・テレワークに適さない環境で仕事をして体の具合を悪くしたこと

27.8%

28.8%

26.2%

あった

(計)

44.2%

49.1%

35.6%

あった

(計)

28.4%

34.2%

17.9%

あった

(計)

40.1%

42.4%

35.9%

あった

(計)



（公財）連合総合生活開発研究所 

19 

 

―全体でみると、「(2) 通常の勤務よりも長時間労働になること」について＜あった＞8と回答した人

が最も多く（44.2％）、「(4) 勤務時間外に仕事に関する連絡を受けること」（42.8％）、「(1) 休憩

時間がきちんととれないこと」（41.8％）、「(5) 家事、育児、介護をすることがあり、仕事に集中

できないこと」（40.1％）が続いている【図表 15－①】。 

―性別でみると、(1)～(7)のいずれの項目についても＜あった＞と回答した人は、女性よりも男性の

方が多い【図表 15－①】。 

―「(5) 家事、育児、介護をすることがあり、仕事に集中できないこと」については、既婚男性の

45.1％、既婚女性の 43.2％が＜あった＞と回答しており、未婚男性（37.2％）及び未婚女性（29.0％）

に比してその割合が高い。また、要介護家族がいる人（45.1％）の方がいない人（39.6％）よりも

＜あった＞と回答した割合が高い。さらに、６歳未満の子を持つ人のうち、65.6％が＜あった＞と

回答しており、その割合は非常に高い【添付資料】。 

―「(7) 在宅勤務・テレワークに適さない環境で仕事をして体の具合を悪くしたこと」については、

「新型コロナウイルス問題が発生する前から９月までテレワークを継続した人」のうちの約６割が

＜あった＞と回答しており、その割合が高い。また、９月のテレワーク実施者のうち、実施日数が

６日を超える人の約半数が＜あった＞と回答しており、その割合が高い【添付資料】。  

                                                   
8 ＜あった＞＝「よくあった」、「ときどきあった」、「まれにあった」の回答の合計 
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問 16 在宅勤務・テレワークを行うようになったことで、生活（家族との生活）にどのような影響が

ありましたか。（※複数回答） 

 

全体では「趣味やプライベートの充実につながった」（33.7％）、「家族との会話が増えた」（24.1％）

との回答が高い一方で、「特に影響はない」（31.4％）と回答する人も多い 

 

図表 16－① 

 

図表 16－② 在宅勤務・テレワークの家族との生活への影響（属性別） 

 
※ ５月又は９月に在宅勤務・テレワークを行った人について集計。 

―性別でみると、男性よりも女性の方が「家族のちょっとしたことでイライラするようになった」及

び「家事の負担が増えた」と回答した人の割合が多い。その他の項目については、女性よりも男性

で影響が大きい【図表 16－①】。 

―「趣味やプライベートの充実につながった」と回答した人を年齢別でみると、20代（47.6％）及び

30 代（36.5％）が多い一方で、50代（21.8％）及び 60代前半（28.4％）では少ない【図表 16－②】。 

―男性既婚者では、「家事の分担が進んだ」（10.8％）とする回答が多い一方で、女性既婚者では「家

事の負担が増えた」（17.4％）とする回答が多い【図表 16－②】。 

―「家族との会話が増えた」の割合は、男性既婚者で 34.5％、女性既婚者で 24.2％と、10％ポイント

以上の差がみられる【図表 16－②】。 
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1085 33.7 16.0 24.1 12.0 8.2 8.4 4.7 6.9 7.7 1.0 31.4

99人以下 260 26.9 13.1 25.8 13.5 6.5 8.5 3.1 5.4 8.5 1.9 32.3

100～999人
324 33.0 19.1 21.0 12.7 9.6 8.0 5.9 7.7 8.6 0.6 31.2

1 ,000人以上
449 38.3 16.7 26.7 10.7 8.5 9.4 4.2 7.8 7.3 0.9 30.5

わからない 52 32.7 5.8 11.5 11.5 5.8 1.9 9.6 1.9 1.9 0.0 36.5

20代 225 47.6 16.9 17.8 10.2 10.2 5.3 3.6 5.8 4.4 0.9 28.9

30代 285 36.5 15.8 27.0 17.5 9.5 11.6 6.0 10.2 11.2 1.4 23.5

40代 270 31.1 16.7 23.3 10.4 6.3 6.3 5.2 7.8 9.6 1.1 33.3

50代 238 21.8 13.9 24.4 8.8 7.1 8.4 4.2 3.4 4.2 0.4 39.9

60代前半 67 28.4 19.4 34.3 11.9 7.5 13.4 3.0 6.0 9.0 1.5 35.8

男性既婚 461 33.0 15.2 34.5 13.0 10.2 13.4 6.9 10.8 9.3 0.0 27.8

女性既婚 190 29.5 12.1 24.2 14.2 8.9 3.7 4.2 7.4 17.4 0.5 30.5

男性未婚 234 37.2 19.7 12.4 7.3 5.6 3.8 3.4 2.1 2.1 1.7 38.9

女性未婚 200 35.5 17.5 13.5 13.0 6.0 6.5 1.5 3.0 1.5 3.0 32.0

性
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婚
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況

年
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層
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従
業
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問 17 あなたは、今後、在宅勤務・テレワーク（継続を含む）を希望しますか。 

 

５月又は９月中に在宅勤務・テレワークを経験した人の８割以上が、テレワークの継続を希望 

 

図表 17－① 在宅勤務・テレワークの実施への希望 

 

―今後の在宅勤務・テレワーク実施を＜希望する＞9との回答は、全体で 44.2％。５月又は９月の在

宅勤務・テレワーク経験者では 82.9％となっており、未経験者の 31.2％と比べて 51.7％ポイント

もの差がある【図表 17－①】。 

―今後の在宅勤務・テレワークの希望日数についてみると、勤務日の＜５割以上を希望＞10する人の

割合は、全体の 46.9％、５月又は９月の在宅勤務・テレワーク実施者では６割弱におよぶ【図表 17

－①】。 

―５月から９月までの間に一度も在宅勤務・テレワークを行ったことがない人のうち、今後、在宅勤

務・テレワークの実施を＜希望する＞人の割合は、女性正社員で約４割（38.9％）と高い。また、

職種別でみると、事務職（44.0％）、管理職（38.2％）、専門・技術職（36.2％）において実施を＜

希望する＞人の割合が高い【添付資料】。  

                                                   
9 ＜希望する＞＝「希望しない」以外のすべての回答の合計 
10 ＜５割以上を希望＞＝「勤務日の５割程度を希望」、「勤務日の７～８割程度を希望」、「勤務日は毎

日希望」の回答の合計 

82.9

31.2

44.2

17.1

68.8

55.8

(3) 5月又は9月に在宅勤務・テレワークを行った人
(n=1085)

(2) 在宅勤務・テレワークを一度も行っていない人
(n=3222)

(1) 全体(n=4307)

希望する 希望しない
今後、在宅勤務・テレワークの実施を希望する人の割合（継続を含む）

在宅勤務・テレワークの希望日数の割合

（1005人）

（1904人）

（899人）

（％）

18.0

18.9

18.5

19.8

7.8

13.4

19.4

11.0

15.0

21.9

12.7

17.1

7.6

5.0

6.2

13.3

44.6

29.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(3) 5月又は9月にテレワークを行い、今後もテレワークの継続を希望

する人(n=899)

(2) テレワークを一度も行っていないが、今後、希望する人(n=1005)

(1) 今後、在宅勤務・テレワークの実施を希望する人全体(n=1904)

勤務日は毎日希望 勤務日の７～８割程度を希望 勤務日の５割程度を希望

勤務日の２～３割程度を希望 それ以下の割合なら希望 家庭の都合等必要時だけ希望

46.9%

37.7%

57.2%

5割以上

（計）
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添付資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）以下の全ての図表の単位は（％）である。  
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問１関連 

 

問２関連 

 

 

問１　あなた自身について、雇用や収入に関わる影響はどの程度ありましたか。

回答者数
（Ｎ）

大いに影響
があった

ある程度影
響があった

あまり影響
はなかった

全く影響は
なかった

わからない ＜影響が
あった＞

4307 13.5 24.3 33.9 22.8 5.6 37.8
男性正社員計 1928 11.6 25.1 36.9 21.0 5.5 36.7

男性非正社員計 383 18.5 19.3 31.1 20.9 10.2 37.9

女性正社員計 920 10.9 22.1 34.3 26.5 6.2 32.9

女性非正社員計 1076 17.3 26.7 29.1 23.4 3.5 44.0

期間の定めはない 2530 12.1 23.9 35.1 23.6 5.3 36.0

１か月未満 21 52.4 23.8 14.3 4.8 4.8 76.2

１か月以上１年以下 499 16.0 23.6 31.9 24.4 4.0 39.7

１年超５年以下 388 15.7 27.3 31.7 21.1 4.1 43.0

５年超 699 13.6 26.0 33.3 21.2 5.9 39.6

１００万円未満 585 17.9 27.5 27.7 20.0 6.8 45.5

１００～２００万円未満 638 15.4 25.2 29.3 24.8 5.3 40.6

２００～３００万円未満 748 16.2 21.7 33.4 21.9 6.8 37.8

３００～４００万円未満 741 13.0 24.0 35.1 23.6 4.3 37.0

４００～６００万円未満 915 11.4 25.7 36.3 21.7 4.9 37.0

６００～８００万円未満 387 10.1 21.7 43.4 20.2 4.7 31.8

８００万円以上 293 6.1 22.5 34.1 30.4 6.8 28.7

※雇用契約期間１か月未満については、回答者数が少ないため、留意が必要。

合計

賃
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・
就

業
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態

問２　あなた自身への具体的な影響について、当てはまるものをすべて選んでください。（複数回答）
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務
日
数
や
労
働

時
間
の
減
少

勤
務
日
数
や
労
働

時
間
の
増
加

収
入
の
減
少

収
入
の
増
加

自
発
的
な
退
職

当
て
は
ま
る
も
の

は
な
い

答
え
た
く
な
い

1628 2.6 2.7 3.2 8.3 14.4 46.4 5.9 67.9 2.5 1.7 2.2 5.5

男性正社員計 707 1.8 1.7 3.7 8.3 16.5 39.6 5.2 70.2 1.0 1.1 1.3 6.5

男性非正社員計 145 4.8 7.6 2.1 6.9 13.8 57.2 2.1 73.1 1.4 1.4 1.4 4.8

女性正社員計 303 3.6 1.7 1.7 5.0 17.2 34.7 5.9 67.0 3.3 1.7 3.6 5.6

女性非正社員計 473 2.5 3.4 3.8 10.8 9.5 60.7 8.0 63.4 4.7 2.7 3.0 4.2

期間の定めはない 912 1.9 1.6 3.0 7.5 14.4 44.4 5.3 69.1 2.0 1.8 2.6 5.7

１か月未満 16 18.8 18.8 18.8 6.3 6.3 50.0 0.0 56.3 0.0 6.3 0.0 0.0

１か月以上１年以下 198 5.6 9.1 2.5 10.1 13.6 56.1 9.6 60.1 5.6 3.5 3.0 2.0

１年超５年以下 167 3.0 2.4 3.6 13.2 15.0 49.1 3.6 64.1 1.8 1.2 1.8 6.0

５年超 277 1.4 1.1 3.6 8.3 17.3 42.2 7.6 72.9 2.9 0.4 1.1 5.4

建設業 71 5.6 4.2 4.2 7.0 22.5 36.6 8.5 54.9 0.0 0.0 1.4 11.3

製造業 424 2.6 2.1 2.1 8.3 12.5 47.2 4.2 71.9 2.6 0.5 2.8 5.4

電気・ガス・熱供給・水道業 18 11.1 11.1 0.0 5.6 27.8 38.9 5.6 61.1 0.0 5.6 0.0 5.6

情報通信業 62 1.6 12.9 0.0 11.3 19.4 33.9 4.8 54.8 3.2 4.8 0.0 11.3

運輸業 144 3.5 1.4 4.2 8.3 10.4 44.4 5.6 76.4 0.0 0.7 0.7 6.9

卸売・小売業 210 1.4 1.9 2.4 9.0 14.8 43.3 9.0 62.9 3.8 2.9 3.3 6.2

金融・保険業 68 1.5 1.5 4.4 10.3 17.6 38.2 5.9 60.3 2.9 1.5 1.5 4.4

不動産業 32 0.0 0.0 3.1 15.6 6.3 34.4 3.1 68.8 0.0 3.1 6.3 6.3

飲食店、宿泊業 120 3.3 1.7 4.2 7.5 13.3 67.5 4.2 74.2 2.5 0.8 1.7 3.3

医療、福祉 113 2.7 0.9 2.7 10.6 16.8 43.4 11.5 60.2 2.7 2.7 2.7 5.3

教育、学習支援業 51 2.0 2.0 2.0 2.0 5.9 68.6 2.0 74.5 0.0 0.0 0.0 2.0

郵便局・協同組合 5 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 0.0 80.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 310 2.6 3.5 5.2 7.1 15.8 46.1 5.5 68.4 3.9 2.9 2.3 3.9

１００万円未満 266 3.8 1.5 2.6 7.5 9.4 59.0 7.9 60.9 4.9 2.6 2.6 6.8

１００～２００万円未満 259 1.5 5.0 4.2 9.7 11.2 52.5 6.2 67.6 3.5 2.3 2.7 3.9

２００～３００万円未満 283 3.9 2.5 3.9 10.6 17.0 47.0 4.6 71.4 2.5 2.1 2.8 4.9

３００～４００万円未満 274 2.6 3.3 2.6 7.3 18.2 45.3 7.7 69.0 2.2 1.8 1.8 5.5

４００～６００万円未満 339 2.4 1.5 2.9 7.1 15.6 38.6 3.5 69.0 0.3 0.9 1.8 5.9

６００～８００万円未満 123 0.8 3.3 2.4 8.1 12.2 38.2 8.1 71.5 3.3 0.0 0.0 4.9

８００万円以上 84 2.4 2.4 3.6 7.1 16.7 32.1 3.6 65.5 1.2 1.2 3.6 8.3

※雇用契約期間１か月未満、電気・ガス・熱供給・水道業、郵便局・協同組合については、回答者数が少ないため、留意が必要。

合計

賃
金
年
収

業
種

雇
用
契
約
期

間

性
別
・
就

業
形
態
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問３関連 

 

 

問４関連 

 

回答者数
（Ｎ）

ある ない

4307 22.0 78.0

２０代 803 27.6 72.4

３０代 991 24.4 75.6

４０代 1225 20.4 79.6

５０代 947 19.2 80.8

６０代前半 341 15.5 84.5

男性正社員計 1928 19.3 80.7

男性非正社員計 383 24.5 75.5

女性正社員計 920 19.8 80.2

女性非正社員計 1076 28.0 72.0

期間の定めはない 2530 21.1 78.9

１か月未満 21 47.6 52.4

１か月以上１年以下 499 26.1 73.9

１年超５年以下 388 26.5 73.5

５年超 699 19.2 80.8

２９人以下 855 21.6 78.4

３０～９９人 680 21.6 78.4

１００～９９９人 1129 23.5 76.5

１，０００人以上 1114 21.3 78.7

１００万円未満 585 28.0 72.0

１００～２００万円未満 638 25.1 74.9

２００～３００万円未満 748 25.4 74.6

３００～４００万円未満 741 20.1 79.9

４００～６００万円未満 915 19.8 80.2

６００～８００万円未満 387 16.3 83.7

８００万円以上 293 14.3 85.7

※雇用契約期間１か月未満については、回答者数が少ないため、留意
が必要。

合計

問３　あなた自身は働きたい・働ける状態なのに、勤め先から自宅待
機（一切、働けない「休業」）を命じられたことはありますか。

賃
金
年
収

従
業
員
規

模

雇
用
契
約
期
間

年
代

性
別
・
就

業
形
態

問４　勤め先から、「休業手当」は支払われましたか。（※問３で「ある」と回答した人）

回答者数
（Ｎ）

休業日（休業
時間数）の半
分以上が、支

払われた

休業日（休業
時間数）の一
部が、支払わ

れた

（これまでの
ところ）まっ
たく支払われ

ていない

949 56.3 19.0 24.8

男性正社員計 372 68.8 14.2 16.9

男性非正社員計 94 34.0 23.4 42.6

女性正社員計 182 71.4 15.4 13.2

女性非正社員計 301 38.5 25.6 35.9

期間の定めはない 535 64.3 14.2 21.5

１か月未満 10 40.0 10.0 50.0

１か月以上１年以下 130 43.1 24.6 32.3

１年超５年以下 103 46.6 28.2 25.2

５年超 134 53.7 24.6 21.6

建設業 39 56.4 20.5 23.1

製造業 236 72.0 12.7 15.3

電気・ガス・熱供給・水道業 11 45.5 9.1 45.5

情報通信業 38 60.5 7.9 31.6

運輸業 67 49.3 19.4 31.3

卸売・小売業 94 61.7 16.0 22.3

金融・保険業 57 75.4 12.3 12.3

不動産業 17 52.9 23.5 23.5

飲食店、宿泊業 83 38.6 26.5 34.9

医療、福祉 52 25.0 26.9 48.1

教育、学習支援業 44 34.1 18.2 47.7

郵便局・協同組合 3 66.7 33.3 0.0

サービス業 208 52.4 26.0 21.6

１００万円未満 164 34.1 25.0 40.9

１００～２００万円未満 160 43.1 23.8 33.1

２００～３００万円未満 190 55.3 21.6 23.2

３００～４００万円未満 149 71.8 13.4 14.8

４００～６００万円未満 181 68.0 14.9 17.1

６００～８００万円未満 63 74.6 11.1 14.3

８００万円以上 42 64.3 14.3 21.4

※雇用契約期間１か月未満、電気・ガス・熱供給・水道業、郵便局・協同組合については、回答者
数が少ないため、留意が必要。

合計

賃
金
年
収

業
種

雇
用
契
約
期

間

性
別
・
就

業
形
態
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問５関連 

 

 

 

 

問５　「自宅待機、休業」は、現在の状況や見通しなどについて、どのようになっていますか。　

（※問３で「ある」と回答した人）

回答者
数

（Ｎ）

既
に
「

自
宅
待
機
・
休
業
」

は
明
け
て

お
り
、

同
じ
会
社
に
復
帰
し
て
い
る

現
在
も
「

自
宅
待
機
・
休
業
」

の
状
態

が
継
続
し
て
い
る
が
、

同
じ
会
社
へ
の

復
帰
の
時
期
が
決
ま
っ

て
い
る

現
在
も
「

自
宅
待
機
・
休
業
」

の
状
態

が
継
続
し
て
お
り
、

今
後
の
復
帰
の
見

通
し
は
立
っ

て
い
な
い

既
に
、

別
の
会
社
に
転
職
を
し
た

別
の
会
社
に
転
職
す
る
予
定
で
あ
る

退
職
す
る
予
定
で
あ
る

そ
の
他

答
え
た
く
な
い

949 70.7 7.2 6.2 5.7 2.2 0.3 1.8 5.9

男性正社員計 372 73.1 10.5 4.8 3.0 3.0 0.0 0.3 5.4

男性非正社員計 94 58.5 5.3 8.5 11.7 4.3 0.0 2.1 9.6

女性正社員計 182 74.7 7.7 4.4 3.3 0.5 0.5 3.3 5.5

女性非正社員計 301 69.1 3.3 8.3 8.6 1.7 0.7 2.7 5.6

期間の定めはない 535 75.0 6.7 5.6 5.0 1.7 0.0 1.1 4.9

１か月未満 10 40.0 10.0 20.0 20.0 10.0 0.0 0.0 0.0

１か月以上１年以下 130 60.8 6.9 10.8 12.3 3.1 0.8 2.3 3.1

１年超５年以下 103 65.0 9.7 3.9 7.8 0.0 1.9 1.9 9.7

５年超 134 74.6 6.7 6.0 0.0 2.2 0.0 4.5 6.0

建設業 39 56.4 10.3 12.8 7.7 2.6 0.0 0.0 10.3

製造業 236 73.3 10.6 3.4 1.7 3.4 0.0 1.3 6.4

電気・ガス・熱供給・水道業 11 27.3 18.2 0.0 27.3 18.2 0.0 0.0 9.1

情報通信業 38 73.7 0.0 10.5 10.5 0.0 0.0 2.6 2.6

運輸業 67 70.1 9.0 9.0 6.0 3.0 0.0 0.0 3.0

卸売・小売業 94 75.5 3.2 4.3 6.4 1.1 1.1 5.3 3.2

金融・保険業 57 75.4 10.5 3.5 3.5 1.8 0.0 0.0 5.3

不動産業 17 70.6 5.9 11.8 5.9 0.0 0.0 0.0 5.9

飲食店、宿泊業 83 74.7 3.6 7.2 7.2 0.0 0.0 2.4 4.8

医療、福祉 52 65.4 5.8 9.6 11.5 0.0 0.0 0.0 7.7

教育、学習支援業 44 88.6 2.3 0.0 6.8 0.0 0.0 0.0 2.3

郵便局・協同組合 3 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 208 64.9 6.3 8.2 5.8 2.9 1.0 2.9 8.2

２９人以下 185 69.7 7.0 5.4 8.6 2.2 0.0 2.2 4.9

３０～９９人 147 70.7 6.1 8.2 6.1 4.1 0.0 1.4 3.4

１００～９９９人 265 73.6 8.3 6.0 3.0 2.3 0.4 0.8 5.7

１，０００人以上 237 74.7 8.4 4.6 3.8 0.8 0.4 3.0 4.2

１００万円未満 164 69.5 3.0 9.1 7.9 1.2 0.6 0.0 8.5

１００～２００万円未満 160 66.3 5.6 6.9 8.1 2.5 0.6 3.8 6.3

２００～３００万円未満 190 72.1 3.2 6.8 7.4 2.1 0.0 3.2 5.3

３００～４００万円未満 149 77.9 10.1 3.4 2.0 2.7 0.0 0.7 3.4

４００～６００万円未満 181 71.3 8.8 5.0 4.4 2.8 0.0 1.7 6.1

６００～８００万円未満 63 65.1 15.9 7.9 1.6 1.6 0.0 1.6 6.3

８００万円以上 42 66.7 16.7 2.4 4.8 2.4 2.4 0.0 4.8

合計

性
別
・
就

業
形
態

※雇用契約期間１か月未満、電気・ガス・熱供給・水道業、郵便局・協同組合については、回答者数が少ないため、留意が必
要。

賃
金
年
収

従
業
員
規

模

業
種

雇
用
契
約
期
間
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問６関連 

 問
６

　
あ

な
た

の
仕

事
を

し
て

い
る

時
間

（
実

際
に

働
い

て
い

る
時

間
）
に

つ
い

て
お

聞
き

し
ま

す
。

あ
な

た
の

１
週

間
あ

た
り

の
お

お
よ

そ
の

実
労

働
時

間
（
含

む
残

業
）
は

、
次

の
３

つ
の

時
点

で
ど

う
な

っ
て

い
ま

し
た

か
。

回 答 者 数 （ Ｎ ）

０ 時 間

（ 働 い て い な い ）

１ ５ 時 間 未 満

１ ５ 時 間 以 上 、

２ ０ 時 間 未 満

２ ０ 時 間 以 上 、

２ ５ 時 間 未 満

２ ５ 時 間 以 上 、

３ ０ 時 間 未 満

３ ０ 時 間 以 上 、

３ ５ 時 間 未 満

３ ５ 時 間 以 上 、

４ ０ 時 間 未 満

４ ０ 時 間 以 上 、

４ ５ 時 間 未 満

４ ５ 時 間 以 上 、

５ ０ 時 間 未 満

５ ０ 時 間 以 上 、

５ ５ 時 間 未 満

５ ５ 時 間 以 上 、

６ ０ 時 間 未 満

６ ０ 時 間 以 上

０ 時 間

（ 働 い て い な い ）

１ ５ 時 間 未 満

１ ５ 時 間 以 上 、

２ ０ 時 間 未 満

２ ０ 時 間 以 上 、

２ ５ 時 間 未 満

２ ５ 時 間 以 上 、

３ ０ 時 間 未 満

３ ０ 時 間 以 上 、

３ ５ 時 間 未 満

３ ５ 時 間 以 上 、

４ ０ 時 間 未 満

４ ０ 時 間 以 上 、

４ ５ 時 間 未 満

４ ５ 時 間 以 上 、

５ ０ 時 間 未 満

５ ０ 時 間 以 上 、

５ ５ 時 間 未 満

５ ５ 時 間 以 上 、

６ ０ 時 間 未 満

６ ０ 時 間 以 上

０ 時 間

（ 働 い て い な い ）

１ ５ 時 間 未 満

１ ５ 時 間 以 上 、

２ ０ 時 間 未 満

２ ０ 時 間 以 上 、

２ ５ 時 間 未 満

２ ５ 時 間 以 上 、

３ ０ 時 間 未 満

３ ０ 時 間 以 上 、

３ ５ 時 間 未 満

３ ５ 時 間 以 上 、

４ ０ 時 間 未 満

４ ０ 時 間 以 上 、

４ ５ 時 間 未 満

４ ５ 時 間 以 上 、

５ ０ 時 間 未 満

５ ０ 時 間 以 上 、

５ ５ 時 間 未 満

５ ５ 時 間 以 上 、

６ ０ 時 間 未 満

６ ０ 時 間 以 上

< ３ ０ 時 間 未 満 の

割 合 >

4
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5
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1
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6
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4
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7

.0
1

7
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9

.1
1

0
.3

4
.4

2
.3

4
.9

2
1

.7

男
性

2
3

1
1

1
.4

2
.8

1
.8

2
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2
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3
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1
6
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3

3
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1
6

.4
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女
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1
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1
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3
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.4

男
性

正
社

員
計
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1
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男
性

非
正

社
員
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問７関連 

 

 

 

  

問７　新型コロナウイルス感染症の問題が発生する前の、もともと（通常月）の月収と比較して、あなたの直近の月収はどうなりましたか。

回
答
者
数
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９
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５
～

６
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増
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３
～
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増
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５
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以
上
増
加

<

減
少

>

<

増
加

>

4307 1.2 1.4 2.7 7.3 16.4 66.6 3.4 0.5 0.6 29.0 4.5

男性 2311 1.0 1.1 1.9 7.6 18.4 66.8 2.5 0.3 0.6 30.0 3.4

女性 1996 1.4 1.8 3.6 6.9 14.1 66.5 4.4 0.8 0.6 27.8 5.8

男性正社員 1928 0.5 0.9 1.6 7.1 18.8 67.8 2.5 0.3 0.5 28.9 3.3

男性非正社員 383 3.1 2.1 3.4 10.4 16.2 61.4 2.1 0.3 1.0 35.2 3.4

女性正社員 920 0.9 1.4 1.7 6.0 13.2 72.2 3.8 0.5 0.3 23.2 4.6

女性非正社員 1076 1.9 2.1 5.2 7.6 14.9 61.6 4.9 0.9 0.8 31.7 6.6

正社員計 2848 0.6 1.1 1.6 6.7 17.0 69.2 2.9 0.4 0.5 27.0 3.8

非正社員計 1459 2.2 2.1 4.7 8.4 15.2 61.5 4.2 0.8 0.9 32.6 5.9

　　　パートタイマー 767 1.6 1.7 4.4 6.3 15.4 64.0 4.8 0.9 0.9 29.4 6.6

　　　アルバイト 276 4.7 5.4 7.2 15.2 15.6 47.1 2.2 0.7 1.8 48.1 4.7

　　　契約社員 251 0.8 0.8 3.2 6.4 12.4 73.7 2.4 0.4 0.0 23.6 2.8

　　　派遣労働者 145 3.4 0.7 3.4 10.3 20.0 53.1 7.6 0.7 0.7 37.8 9.0

　　　嘱託 20 0.0 0.0 10.0 5.0 5.0 75.0 5.0 0.0 0.0 20.0 5.0

建設業 276 0.7 0.7 1.8 4.7 9.8 78.6 2.9 0.7 0.0 17.7 3.6

製造業 1039 0.5 0.9 2.0 8.0 21.6 63.3 2.8 0.3 0.7 33.0 3.8

電気・ガス・熱供給・水道業 77 2.6 1.3 0.0 1.3 19.5 74.0 1.3 0.0 0.0 24.7 1.3

情報通信業 251 1.2 1.2 0.8 4.0 12.7 72.5 5.6 0.4 1.6 19.9 7.6

運輸業 300 1.7 2.0 4.0 11.7 19.3 56.3 3.3 1.0 0.7 38.7 5.0

卸売・小売業 611 1.1 1.0 1.5 3.9 15.5 71.8 4.1 0.7 0.3 23.0 5.1

金融・保険業 218 0.0 0.5 2.8 6.4 13.8 71.6 4.1 0.5 0.5 23.5 5.1

不動産業 92 4.3 1.1 1.1 7.6 12.0 73.9 0.0 0.0 0.0 26.1 0.0

飲食店、宿泊業 170 1.8 4.1 8.2 15.9 20.6 42.9 3.5 1.2 1.8 50.6 6.5

医療、福祉 383 0.5 1.0 2.6 3.4 13.1 73.4 4.7 0.8 0.5 20.6 6.0

教育、学習支援業 126 0.0 1.6 1.6 5.6 11.9 76.2 0.8 0.8 1.6 20.7 3.2

郵便局・協同組合 43 2.3 2.3 0.0 4.7 9.3 79.1 2.3 0.0 0.0 18.6 2.3

サービス業 721 2.2 2.5 4.6 10.7 15.3 61.0 3.2 0.1 0.4 35.3 3.7
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業
形
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4307 5.0 6.5 2.3 6.7 6.3 15.3 2.7 4.1 11.9 4.9 20.9 15.6 2.7 2.1 21.6 24.4 7.1 48.3 1.9 0.7 29.3

男性 2311 5.1 5.2 2.6 5.1 7.4 18.9 3.5 5.3 14.2 5.5 24.2 19.3 2.5 2.3 21.5 22.3 6.6 44.4 1.6 0.5 30.4

女性 1996 4.9 7.9 2.1 8.6 5.0 11.0 1.8 2.6 9.2 4.3 17.1 11.3 2.9 1.9 21.7 26.8 7.7 52.8 2.2 1.0 28.2

男性正社員計 1928 5.3 4.9 2.7 4.8 7.5 21.1 3.8 5.8 15.7 5.3 27.0 21.2 2.5 2.6 22.8 22.2 6.2 43.9 1.6 0.4 29.5

男性非正社員計 383 4.4 7.0 2.1 6.5 6.8 8.1 1.8 3.1 7.0 6.0 10.2 9.9 2.3 0.8 15.4 22.7 8.4 47.0 1.6 1.0 34.7

女性正社員計 920 6.1 6.8 2.6 5.4 6.0 16.1 2.3 3.5 13.6 3.2 25.4 17.2 3.6 2.4 25.5 26.6 7.8 48.3 1.8 0.8 28.3

女性非正社員計 1076 3.8 8.8 1.6 11.2 4.2 6.7 1.4 1.9 5.5 5.2 10.0 6.3 2.2 1.5 18.4 27.0 7.6 56.6 2.4 1.1 28.1

首都圏・関西圏 2000 5.3 6.9 2.0 8.5 7.1 21.3 3.7 4.7 16.5 5.6 23.2 15.7 2.8 2.2 21.9 25.4 7.9 49.0 2.0 0.7 25.9

それ以外の地域 2307 4.8 6.2 2.6 5.2 5.6 10.0 1.9 3.5 8.0 4.3 19.0 15.6 2.6 2.1 21.4 23.5 6.5 47.7 1.7 0.7 32.4

建設業 276 4.0 1.8 0.7 2.2 4.0 8.7 2.9 4.7 10.9 2.5 15.6 11.6 1.8 1.4 16.3 18.8 5.4 37.3 1.4 0.7 44.6

製造業 1039 6.8 2.8 3.6 6.4 7.2 19.3 3.7 5.8 15.5 5.5 27.8 23.6 3.6 2.8 26.1 24.4 6.5 46.5 1.1 0.4 27.5

電気・ガス・熱供給・水道業 77 2.6 1.3 0.0 7.8 3.9 22.1 10.4 6.5 18.2 5.2 29.9 15.6 3.9 5.2 22.1 24.7 7.8 44.2 2.6 0.0 35.1

情報通信業 251 3.2 1.6 1.2 6.0 6.8 44.6 4.0 7.6 24.3 3.2 41.8 22.7 1.6 1.2 26.7 28.3 8.4 48.2 1.6 0.4 21.9

運輸業 300 7.3 5.7 3.7 6.0 9.3 8.3 3.7 3.7 8.0 7.7 13.3 9.0 2.3 4.0 14.0 19.3 7.0 45.7 3.7 1.7 35.0

卸売・小売業 611 2.9 11.0 2.1 5.4 4.3 10.6 1.3 2.8 9.7 2.1 18.8 16.9 2.1 1.1 20.1 24.7 6.4 55.2 1.0 1.0 25.4

金融・保険業 218 1.8 3.7 0.9 7.3 9.2 30.3 3.2 4.6 17.4 5.0 34.4 19.7 4.6 1.4 28.4 26.6 11.9 48.6 0.9 0.9 19.7

不動産業 92 4.3 12.0 5.4 5.4 12.0 18.5 6.5 7.6 16.3 6.5 15.2 15.2 5.4 5.4 16.3 17.4 8.7 37.0 4.3 1.1 31.5

飲食店、宿泊業 170 8.2 24.7 3.5 20.6 9.4 3.5 2.9 2.9 4.1 9.4 4.7 2.9 1.8 1.2 11.8 27.1 4.1 57.6 1.2 1.2 24.7

医療、福祉 383 1.8 2.6 0.8 3.4 4.2 2.6 1.6 1.6 4.2 3.9 12.0 8.4 1.8 2.1 29.8 32.4 11.7 55.1 3.9 1.0 32.9

教育、学習支援業 126 4.0 2.4 1.6 0.8 4.8 11.9 0.8 2.4 4.0 2.4 16.7 11.9 0.8 0.0 23.8 26.2 9.5 55.6 1.6 0.0 30.2

郵便局・協同組合 43 2.3 20.9 0.0 0.0 0.0 2.3 0.0 2.3 0.0 2.3 11.6 4.7 2.3 0.0 30.2 27.9 7.0 48.8 0.0 0.0 32.6

サービス業 721 6.8 10.1 2.4 10.4 5.7 13.6 1.1 2.5 11.5 6.5 16.2 11.9 2.6 1.9 15.5 21.8 4.9 45.1 2.4 0.4 30.7

２９人以下 855 4.1 7.4 1.3 6.4 2.3 6.5 0.8 2.0 5.5 3.2 6.8 4.1 1.5 0.7 9.4 13.2 4.1 40.6 2.1 0.8 42.0

３０～９９人 680 5.6 4.6 1.9 6.6 5.3 8.7 1.2 3.4 9.7 3.8 12.8 12.9 1.8 1.5 17.1 20.3 6.9 47.4 1.0 0.3 32.2

１００～９９９人 1129 6.3 6.1 3.3 6.7 7.6 15.9 3.0 5.0 14.4 6.0 26.1 18.6 3.0 3.2 25.2 26.7 6.6 49.8 1.8 0.6 23.0

１，０００人以上 1114 4.7 7.3 2.9 6.9 10.1 30.0 5.6 6.6 19.3 6.0 37.7 28.6 4.5 3.0 34.7 34.5 11.1 54.6 1.8 0.5 19.3

わからない 529 3.8 6.6 1.5 6.8 3.0 5.5 0.9 0.9 4.2 4.3 7.8 4.0 1.1 1.1 11.9 21.4 4.9 45.6 2.8 1.5 39.9

問８　政府や自治体の要請に基づき、あるいは自主的に、あなたが勤めている会社（事業所・工場・店舗）は、以下の対応を行いましたか（行っていますか）。
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4307 14.7 10.8 27.5 14.0 2.8 6.4 7.7 5.8 6.9 0.7 32.0 11.2

男性 2311 13.9 9.4 27.5 12.1 3.0 7.7 8.6 6.1 6.9 0.4 31.5 12.2

女性 1996 15.6 12.5 27.5 16.1 2.5 5.0 6.7 5.4 7.0 1.0 32.5 10.0

男性正社員計 1928 14.3 8.1 26.9 12.8 3.1 8.4 9.1 6.4 7.0 0.3 30.3 12.3

男性非正社員計 383 12.3 15.7 30.3 8.9 2.3 3.9 5.7 5.0 6.3 0.8 37.9 12.0

女性正社員計 920 18.2 10.4 28.3 16.6 2.7 7.3 6.4 6.1 7.3 0.7 29.2 10.3

女性非正社員計 1076 13.5 14.3 26.9 15.6 2.3 3.1 7.0 4.7 6.8 1.2 35.2 9.8

正社員計 2848 15.5 8.9 27.4 14.0 3.0 8.0 8.3 6.3 7.1 0.4 30.0 11.7

非正社員計 1459 13.2 14.7 27.8 13.8 2.3 3.3 6.6 4.8 6.6 1.1 35.9 10.3

　パートタイマー 767 13.0 11.9 23.6 15.1 2.5 2.0 6.1 4.7 6.3 1.3 38.7 10.3

　アルバイト 276 13.8 16.3 40.9 13.8 2.5 2.2 6.5 4.7 7.6 1.1 26.8 10.9

　契約社員 251 13.5 14.7 24.7 15.1 2.4 5.2 6.0 4.4 8.0 0.8 39.8 8.4

　派遣労働者 145 13.1 27.6 32.4 6.2 1.4 8.3 9.7 5.5 5.5 0.7 28.3 14.5

　嘱託 20 5.0 5.0 10.0 5.0 0.0 10.0 15.0 10.0 0.0 0.0 60.0 0.0

２０代 803 12.6 14.1 29.9 12.7 3.4 6.5 9.2 8.6 8.6 0.2 25.9 13.0

３０代 991 17.7 13.2 33.7 13.4 3.6 7.7 9.5 6.4 6.8 0.3 25.6 10.9

４０代 1225 14.6 10.0 27.8 13.8 2.4 4.9 6.9 5.1 6.7 0.4 34.0 12.0

５０代 947 15.0 8.0 22.6 15.6 2.3 7.4 6.5 4.6 7.3 1.6 35.8 9.6

６０代前半 341 10.9 7.0 16.4 14.4 1.2 5.6 5.0 3.2 3.5 0.9 46.6 9.7

首都圏・関西圏 2000 15.9 12.4 28.4 14.5 3.0 8.4 9.5 6.9 7.8 0.6 28.0 10.6

それ以外の地域 2307 13.7 9.5 26.7 13.5 2.6 4.7 6.2 4.9 6.2 0.7 35.4 11.8

建設業 276 13.8 8.7 20.7 12.0 2.2 6.2 8.7 6.2 6.2 1.1 36.6 12.7

製造業 1039 17.3 9.7 30.2 13.8 3.5 7.6 8.2 6.4 7.7 0.5 28.5 11.4

電気・ガス・熱供給・水道業 77 6.5 7.8 26.0 10.4 2.6 6.5 11.7 2.6 9.1 0.0 37.7 11.7

情報通信業 251 11.6 11.2 22.3 11.6 2.4 14.7 6.4 6.4 7.6 0.8 36.3 8.8

運輸業 300 14.0 15.7 30.0 9.0 1.0 3.0 6.0 5.0 7.0 0.3 34.7 13.3

卸売・小売業 611 14.7 12.1 27.8 16.9 3.1 3.9 4.9 6.1 6.2 0.7 34.9 9.5

金融・保険業 218 9.2 8.3 22.0 17.9 1.4 17.4 11.0 8.7 8.3 0.9 28.0 8.3

不動産業 92 13.0 13.0 31.5 12.0 4.3 7.6 10.9 2.2 5.4 2.2 30.4 12.0

飲食店、宿泊業 170 25.9 20.0 42.9 10.6 1.8 1.8 8.8 4.1 8.8 0.0 22.9 11.2

医療、福祉 383 15.1 6.0 21.4 17.2 2.9 2.6 5.7 5.5 7.6 1.3 36.3 9.9

教育、学習支援業 126 6.3 6.3 18.3 18.3 5.6 7.9 10.3 6.3 4.0 0.8 31.0 13.5

郵便局・協同組合 43 4.7 7.0 23.3 14.0 4.7 7.0 4.7 4.7 11.6 2.3 32.6 11.6

サービス業 721 14.7 12.3 29.4 13.2 2.4 4.9 8.9 5.1 5.5 0.3 30.9 12.9

２９人以下 855 18.2 10.4 27.4 12.7 1.6 2.5 7.1 3.5 5.6 0.6 34.0 10.9

３０～９９人 680 14.7 10.4 26.8 12.5 2.5 5.3 7.4 5.0 7.1 0.7 32.2 11.9

１００～９９９人 1129 15.5 12.0 29.1 14.5 2.8 7.1 8.3 7.5 8.0 0.9 30.0 8.7

１，０００人以上 1114 13.3 10.6 27.4 16.5 4.4 10.5 8.9 6.6 7.8 0.4 31.9 8.3

わからない 529 10.4 10.0 25.3 11.2 1.3 4.3 5.3 4.9 4.9 0.6 32.7 22.3

１００万円未満 585 12.8 11.1 22.7 14.0 2.1 1.7 7.4 4.4 7.0 0.7 35.6 14.5

１００～２００万円未満 638 15.5 15.0 29.9 14.4 2.5 3.4 4.2 4.4 5.6 1.3 32.9 10.8

２００～３００万円未満 748 13.8 13.6 28.7 14.6 2.4 5.3 8.0 6.3 7.6 0.7 30.3 12.2

３００～４００万円未満 741 15.7 12.1 32.0 12.8 2.6 5.4 6.6 6.5 6.6 0.8 32.3 9.7

４００～６００万円未満 915 16.7 7.5 28.3 13.9 3.4 7.7 8.2 4.5 6.9 0.1 31.5 11.1

６００～８００万円未満 387 15.0 7.8 23.8 14.2 2.3 14.7 10.1 7.8 6.5 0.8 29.7 8.5

８００万円以上 293 10.2 5.1 19.5 14.0 4.8 13.0 13.3 9.9 9.6 0.3 30.7 10.6

影響があった 1628 21.7 17.6 49.9 13.9 3.2 6.3 10.3 7.1 7.9 0.9 14.4 8.4

影響はなかった 2439 11.0 6.9 14.3 14.8 2.5 6.9 6.5 5.2 6.8 0.5 43.9 9.6

問９　新型コロナウイルス感染症に関して、それぞれの期間で、「ご自身の感染」以外に、仕事面で、あなたが特に不安に
感じたことを、３つまで選んでください。

（３）緊急事態宣言の解除（5/25）から現在に至るまで
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問１０関連 
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4307 17.4 13.0 5.4 1.9 5.2 7.6 17.1 12.8 23.5 17.1 15.6 0.7 20.8 9.0

男性 2311 17.1 10.8 6.0 1.7 5.0 5.9 12.6 11.8 21.6 15.8 13.2 0.5 24.1 10.4

女性 1996 17.8 15.5 4.8 2.0 5.5 9.5 22.3 14.0 25.8 18.5 18.5 0.9 17.1 7.3

男性正社員計 1928 16.3 10.3 6.0 1.8 5.7 6.1 13.0 11.8 21.4 14.9 13.5 0.5 23.8 10.4

男性非正社員計 383 21.1 13.1 5.7 1.6 1.6 5.2 11.0 11.7 22.7 20.4 11.5 0.5 25.3 10.7

女性正社員計 920 18.8 14.8 5.1 2.0 4.8 9.0 24.9 12.9 25.7 17.6 17.8 0.8 17.6 7.9

女性非正社員計 1076 16.9 16.2 4.5 2.0 6.1 9.9 20.1 15.0 25.8 19.2 19.1 1.0 16.7 6.8

正社員計 2848 17.1 11.8 5.7 1.8 5.4 7.0 16.8 12.2 22.8 15.8 14.9 0.6 21.8 9.6

非正社員計 1459.0 18.0 15.4 4.8 1.9 4.9 8.6 17.7 14.1 25.0 19.5 17.1 0.9 19.0 7.8

　パートタイマー 767 16.0 15.9 4.3 2.2 7.8 9.8 19.0 13.8 24.0 16.6 19.4 1.2 18.6 7.4

　アルバイト 276 20.3 15.2 5.4 1.1 1.8 7.2 15.2 16.3 22.1 30.1 12.0 0.7 17.4 10.1

　契約社員 251 17.1 12.7 5.2 1.2 1.6 5.6 15.9 13.1 29.5 17.1 15.9 0.8 23.1 7.2

　派遣労働者 145 26.9 15.9 6.2 2.8 2.1 10.3 16.6 12.4 28.3 21.4 16.6 0.0 16.6 7.6

　嘱託 20 10.0 25.0 0.0 5.0 0.0 10.0 30.0 20.0 25.0 5.0 15.0 0.0 20.0 0.0

２０代 803 17.2 12.2 6.5 2.4 2.0 4.9 18.3 13.1 22.3 20.7 13.9 0.6 18.7 11.7

３０代 991 19.8 13.5 7.2 2.6 6.5 8.0 16.6 13.2 24.2 20.1 13.5 0.5 18.4 9.0

４０代 1225 17.4 13.9 4.5 2.0 8.3 7.6 16.2 10.0 22.9 16.1 14.9 0.6 21.4 9.6

５０代 947 16.4 12.0 4.0 0.8 4.4 9.3 17.4 15.0 26.2 15.2 18.8 1.1 21.0 6.7

６０代前半 341 14.1 12.6 5.0 0.9 0.3 7.9 18.2 15.2 19.6 8.5 19.4 0.6 30.8 7.0

首都圏・関西圏 2000 18.4 12.7 5.5 2.3 5.2 7.9 16.2 13.9 24.5 18.1 16.5 0.5 18.5 9.2

それ以外の地域 2307 16.6 13.3 5.3 1.5 5.3 7.3 17.9 11.9 22.7 16.2 14.9 0.8 22.9 8.8

建設業 276 18.5 15.9 6.5 1.1 7.2 8.0 15.2 11.2 18.8 10.1 13.4 0.7 23.9 8.3

製造業 1039 17.9 11.0 5.8 2.2 5.8 6.7 14.5 12.8 24.4 17.2 14.2 0.9 22.9 8.9

電気・ガス・熱供給・水道業 77 10.4 15.6 9.1 1.3 3.9 9.1 16.9 9.1 16.9 10.4 22.1 0.0 22.1 10.4

情報通信業 251 19.5 12.7 3.2 0.8 2.4 7.2 20.3 13.9 25.1 12.0 14.7 0.4 23.5 6.0

運輸業 300 16.7 10.3 5.7 2.7 6.0 5.3 16.3 9.0 20.7 22.0 14.3 0.3 25.0 10.7

卸売・小売業 611 18.2 15.1 5.2 1.5 4.7 8.7 17.7 14.4 26.7 18.5 17.8 0.5 17.0 9.7

金融・保険業 218 20.2 15.6 6.4 1.8 3.7 5.5 21.6 12.4 22.5 14.2 17.0 0.9 19.3 5.0

不動産業 92 12.0 12.0 8.7 4.3 3.3 14.1 18.5 12.0 21.7 18.5 12.0 0.0 20.7 9.8

飲食店、宿泊業 170 18.2 11.8 3.5 1.2 4.7 9.4 16.5 15.9 30.6 31.2 17.6 0.6 14.7 10.0

医療、福祉 383 16.7 15.7 4.4 1.3 6.3 7.3 25.1 14.1 23.5 13.3 14.1 0.8 20.1 7.8

教育、学習支援業 126 15.1 11.1 4.8 1.6 7.9 4.0 17.5 13.5 29.4 12.7 22.2 0.0 21.4 9.5

郵便局・協同組合 43 23.3 9.3 2.3 2.3 2.3 4.7 25.6 14.0 18.6 11.6 16.3 0.0 18.6 14.0

サービス業 721 16.1 12.6 5.4 2.2 4.9 8.9 14.1 12.5 20.9 19.1 16.0 1.0 19.6 10.1

２９人以下 855 17.8 13.5 5.5 1.9 5.3 8.2 14.2 10.5 21.1 18.5 14.3 1.1 21.6 8.7

３０～９９人 680 16.8 12.6 4.4 1.6 5.3 8.5 16.0 12.4 22.4 14.7 15.9 0.0 21.6 9.9

１００～９９９人 1129 17.6 12.7 5.8 1.6 5.5 7.4 16.2 13.6 25.7 18.0 16.6 1.1 20.6 7.0

１，０００人以上 1114 19.1 13.4 6.6 2.2 5.3 6.7 20.7 14.5 25.5 16.5 17.5 0.5 19.7 6.1

わからない 529 13.6 12.5 3.2 2.1 4.3 7.6 17.6 11.9 20.4 17.0 11.5 0.4 21.6 18.7

１００万円未満 585 16.6 13.3 5.8 1.7 6.5 9.1 18.5 13.5 22.9 16.1 16.8 1.0 18.6 12.1

１００～２００万円未満 638 18.3 16.3 4.1 2.5 5.6 8.9 17.4 12.5 24.8 19.6 15.5 0.9 18.2 8.3

２００～３００万円未満 748 18.9 13.1 5.9 1.3 2.7 6.7 17.9 13.1 23.5 20.3 15.9 0.8 20.3 8.8

３００～４００万円未満 741 18.5 12.6 5.5 1.5 3.4 7.4 17.1 12.8 23.6 18.6 17.8 0.4 21.3 8.2

４００～６００万円未満 915 16.8 11.1 5.4 1.6 5.7 6.8 16.4 12.5 22.1 15.7 14.0 0.5 22.7 9.5

６００～８００万円未満 387 16.3 12.9 4.7 2.8 8.8 6.7 15.5 12.9 25.3 12.7 13.2 0.5 22.7 5.9

８００万円以上 293 14.0 11.6 7.2 2.4 6.8 7.8 16.0 12.6 24.2 11.3 15.7 0.3 22.9 8.9

影響があった 1628 20.0 14.4 6.9 2.3 5.6 7.8 16.0 14.5 28.7 34.0 15.5 0.9 10.0 7.2

影響はなかった 2439 16.6 12.6 4.7 1.5 5.4 7.9 18.9 12.6 21.9 7.3 16.7 0.6 27.2 6.7
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（２）緊急事態宣言の解除（5/25）から現在に至るまで

問１０　新型コロナウイルス感染症に関して、それぞれの期間で、「ご自身やご家族の感染」以外に、生活面で、あなたが特
に不安に感じたことを、３つまで選んでください。
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問１１関連 

 

 

 

問11　在宅勤務・テレワークについておききします。あなたの1週間あたりの在宅勤務・テレワークの日数は、次の３つの時点で何日でしたか。
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4307 1.5 0.8 1.1 0.9 1.0 0.2 0.3 5.9 94.1 3.0 3.9 4.8 3.2 7.5 0.6 1.6 24.5 75.5 3.0 3.3 2.7 2.7 2.9 0.4 0.7 15.8 84.2

男性正社員計 1928 2.4 1.3 1.7 1.2 1.1 0.2 0.3 8.2 91.8 4.4 5.8 6.5 4.2 9.3 0.6 1.6 32.4 67.6 4.5 5.3 3.7 4.1 3.5 0.6 0.9 22.6 77.4

男性非正社員計 383 0.3 0.5 0.5 0.8 0.5 0.0 0.5 3.1 96.9 1.8 2.6 2.1 1.6 3.1 0.8 0.8 12.8 87.2 1.6 0.8 1.8 1.3 1.6 0.3 0.8 8.1 91.9

女性正社員計 920 1.6 0.5 0.9 0.5 1.4 0.1 0.0 5.1 94.9 2.7 3.9 5.7 3.2 10.8 0.8 2.1 29.0 71.0 2.7 3.4 2.9 2.7 3.7 0.0 0.4 15.9 84.1

女性非正社員計 1076 0.4 0.3 0.5 0.7 0.7 0.3 0.5 3.3 96.7 1.3 1.1 1.9 1.9 2.8 0.4 1.4 10.7 89.3 1.0 0.7 0.8 0.7 1.9 0.6 0.5 6.2 93.8

男性 2311 2.0 1.2 1.5 1.1 1.0 0.2 0.3 7.4 92.6 3.9 5.3 5.8 3.8 8.3 0.6 1.5 29.1 70.9 4.0 4.5 3.4 3.7 3.2 0.5 0.9 20.2 79.8

女性 1996 1.0 0.4 0.7 0.6 1.1 0.2 0.3 4.1 95.9 2.0 2.4 3.6 2.5 6.5 0.6 1.7 19.1 80.9 1.8 2.0 1.8 1.7 2.7 0.3 0.5 10.7 89.3

２０代 803 1.9 1.1 1.4 1.1 0.7 0.4 0.2 6.8 93.2 2.6 4.5 4.7 3.4 9.6 0.6 1.6 27.0 73.0 2.9 3.6 2.6 3.2 3.5 0.1 1.2 17.2 82.8

３０代 991 1.8 0.6 1.4 1.2 0.7 0.1 0.2 6.1 93.9 2.6 4.5 6.4 3.2 8.4 0.7 1.8 27.6 72.4 3.5 4.3 2.8 3.1 2.9 0.4 0.6 17.8 82.2

４０代 1225 1.5 1.0 0.9 0.7 1.1 0.2 0.3 5.7 94.3 3.0 3.9 3.9 2.9 5.9 0.5 1.6 21.6 78.4 2.8 2.8 2.4 2.4 2.5 0.6 0.4 13.8 86.2

５０代 947 1.4 0.5 0.8 0.6 1.2 0.2 0.2 5.0 95.0 3.6 3.3 4.3 3.5 7.8 0.6 1.4 24.5 75.5 3.4 3.1 3.0 2.5 3.4 0.5 0.7 16.6 83.4

６０代前半 341 0.6 1.2 1.2 0.6 1.8 0.0 0.6 5.9 94.1 3.5 2.9 4.4 2.6 4.4 0.3 1.5 19.6 80.4 1.2 2.6 2.6 2.3 2.1 0.3 0.3 11.4 88.6

正社員計 2848 2.1 1.1 1.4 1.0 1.2 0.2 0.2 7.2 92.8 3.8 5.2 6.2 3.9 9.8 0.6 1.8 31.3 68.7 3.9 4.7 3.5 3.7 3.5 0.4 0.7 20.4 79.6

非正社員計 1459 0.3 0.3 0.5 0.7 0.7 0.2 0.5 3.2 96.8 1.4 1.5 1.9 1.8 2.9 0.5 1.2 11.2 88.8 1.2 0.8 1.1 0.9 1.8 0.5 0.5 6.7 93.3

　　パートタイマー 767 0.3 0.3 0.5 0.8 0.8 0.3 0.4 3.3 96.7 0.8 0.7 1.3 1.7 1.6 0.4 1.3 7.7 92.3 0.5 0.4 0.7 0.8 1.0 0.3 0.4 4.0 96.0

　　アルバイト 276 0.7 0.4 0.4 0.7 0.0 0.4 0.7 3.3 96.7 1.1 1.1 1.4 1.4 0.7 0.4 0.7 6.9 93.1 0.4 0.7 0.4 0.4 1.1 0.7 0.7 4.3 95.7

　　契約社員 251 0.4 0.8 0.4 0.4 1.6 0.0 0.8 4.4 95.6 2.4 2.8 4.0 2.4 5.2 0.8 1.2 18.7 81.3 2.0 1.2 2.0 1.2 2.8 1.2 0.8 11.2 88.8

　　派遣労働者 145 0.0 0.0 0.7 0.7 0.0 0.0 0.0 1.4 98.6 4.1 2.8 2.8 2.1 9.0 0.7 2.1 23.4 76.6 4.1 2.1 3.4 2.1 5.5 0.0 0.7 17.9 82.1

　　嘱託 20 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 15.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 25.0 75.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 95.0

首都圏・関西圏 2000 2.4 1.2 1.8 0.8 1.3 0.4 0.5 8.2 91.8 3.7 5.0 6.5 4.6 11.9 0.9 2.0 34.4 65.6 4.2 5.1 4.2 4.4 4.8 0.6 0.9 23.9 76.1

それ以外の地域 2307 0.8 0.6 0.5 1.0 0.8 0.0 0.1 3.8 96.2 2.5 3.0 3.3 2.0 3.6 0.3 1.2 15.9 84.1 2.0 1.9 1.3 1.3 1.3 0.3 0.5 8.7 91.3

建設業 276 0.7 1.1 0.7 0.7 2.5 0.4 0.4 6.5 93.5 3.3 4.7 4.7 4.0 6.5 0.0 1.1 24.3 75.7 2.5 2.9 2.2 1.8 2.2 0.4 0.7 12.7 87.3

製造業 1039 2.0 0.8 0.9 0.9 0.6 0.2 0.2 5.5 94.5 2.6 4.8 5.3 4.5 8.7 0.3 1.4 27.6 72.4 3.6 4.2 3.7 4.1 2.7 0.1 0.7 19.1 80.9

電気・ガス・熱供給・水
道業

77 2.6 2.6 0.0 2.6 1.3 0.0 0.0 9.1 90.9 5.2 5.2 6.5 1.3 5.2 2.6 0.0 26.0 74.0 7.8 3.9 1.3 2.6 2.6 2.6 1.3 22.1 77.9

情報通信業 251 4.8 1.2 1.6 1.6 0.8 0.0 0.4 10.4 89.6 3.2 6.4 7.2 5.2 29.9 0.0 4.4 56.2 43.8 4.4 6.4 6.4 10.8 15.9 0.4 2.4 46.6 53.4

運輸業 300 1.3 0.0 0.3 0.3 1.3 0.0 0.7 4.0 96.0 2.3 2.7 3.0 1.3 2.0 0.7 1.0 13.0 87.0 3.0 1.7 0.3 1.0 0.3 1.0 1.0 8.3 91.7

卸売・小売業 611 1.1 0.7 0.5 1.1 1.1 0.3 0.0 4.9 95.1 3.1 3.1 4.1 1.8 4.3 0.8 0.7 17.8 82.2 2.5 3.3 1.8 1.5 1.3 0.3 0.2 10.8 89.2

金融・保険業 218 2.3 1.4 2.8 0.9 2.3 0.0 0.0 9.6 90.4 8.3 7.8 9.6 6.4 12.8 0.5 3.7 49.1 50.9 6.9 7.3 3.2 0.9 5.5 0.5 0.9 25.2 74.8

不動産業 92 0.0 3.3 5.4 1.1 3.3 1.1 1.1 15.2 84.8 4.3 10.9 7.6 7.6 6.5 2.2 3.3 42.4 57.6 3.3 10.9 2.2 3.3 5.4 1.1 0.0 26.1 73.9

飲食店、宿泊業 170 1.2 0.0 0.6 1.2 0.6 0.0 0.0 3.5 96.5 0.6 2.4 0.6 1.2 1.8 0.6 0.6 7.6 92.4 0.6 1.2 1.2 1.2 1.8 0.0 0.0 5.9 94.1

医療、福祉 383 0.8 0.5 0.5 0.3 0.0 0.0 0.0 2.1 97.9 1.6 1.8 1.0 0.8 1.0 0.3 0.8 7.3 92.7 0.8 0.8 1.0 0.3 0.5 0.0 0.0 3.4 96.6

教育、学習支援業 126 0.8 0.0 0.0 1.6 0.0 1.6 0.8 4.8 95.2 4.0 4.8 5.6 4.8 7.1 1.6 0.8 28.6 71.4 3.2 1.6 1.6 1.6 0.0 1.6 0.8 10.3 89.7

郵便局・協同組合 43 0.0 0.0 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 97.7 2.3 2.3 4.7 0.0 0.0 2.3 2.3 14.0 86.0 0.0 0.0 2.3 0.0 0.0 0.0 2.3 4.7 95.3

サービス業 721 1.0 1.1 1.9 0.7 1.1 0.0 0.6 6.4 93.6 2.9 2.1 5.3 2.4 7.2 0.7 2.1 22.6 77.4 2.4 2.1 3.3 2.6 2.8 0.6 0.7 14.4 85.6

２９人以下 855 0.7 0.7 0.8 0.6 1.2 0.1 0.4 4.4 95.6 1.6 2.0 3.9 2.3 3.4 0.7 0.9 14.9 85.1 0.9 1.5 1.1 1.5 2.5 0.6 0.5 8.5 91.5

３０～９９人 680 0.4 0.4 1.3 0.7 1.5 0.1 0.1 4.7 95.3 2.2 2.9 3.8 2.5 5.3 0.6 1.5 18.8 81.2 1.8 1.8 1.3 1.6 2.4 0.9 0.4 10.1 89.9

１００～９９９人 1129 1.6 1.2 1.2 0.9 1.2 0.3 0.2 6.5 93.5 4.2 4.6 5.8 3.5 7.6 0.5 1.9 28.0 72.0 3.3 4.0 3.3 2.7 2.6 0.3 0.7 16.8 83.2

１，０００人以上 1114 3.3 1.1 1.4 1.2 0.6 0.3 0.3 8.2 91.8 4.0 6.8 6.8 4.6 14.1 0.5 2.1 39.0 61.0 5.9 6.5 4.8 5.1 4.7 0.3 1.0 28.3 71.7

わからない 529 0.4 0.4 0.4 0.9 0.8 0.0 0.6 3.4 96.6 1.7 0.9 0.9 1.7 2.5 0.6 1.1 9.5 90.5 0.9 0.4 1.1 1.1 1.7 0.2 0.6 6.0 94.0
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（1）新型コロナウイルス問題が発生する前
の通常月

（2）５月（緊急事態宣言期間中） （3）９月

合計

性
別
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問１４関連 

  

問12　在宅勤務・テレワークで、残業代支払いの対象となる時間外・休日労働を行うことがありましたか。　（対象：9月）

計 よくあった
ときどき
あった

まれにあっ
た

679 47.4 13.0 17.2 17.2 39.0 13.5

男性正社員計 435 49.4 13.1 17.7 18.6 35.2 15.4

男性非正社員計 31 48.4 9.7 22.6 16.1 35.5 16.1

女性正社員計 146 47.2 17.1 16.4 13.7 45.9 6.8

女性非正社員計 67 34.3 4.5 13.4 16.4 50.7 14.9

１００万円未満 30 39.9 13.3 13.3 13.3 36.7 23.3

１００～２００万円未満 35 37.2 8.6 14.3 14.3 45.7 17.1

２００～３００万円未満 76 44.7 9.2 17.1 18.4 51.3 3.9

３００～４００万円未満 95 54.7 15.8 14.7 24.2 43.2 2.1

４００～６００万円未満 193 49.8 10.4 22.3 17.1 43.5 6.7

６００～８００万円未満 126 51.7 17.5 15.9 18.3 35.7 12.7

８００万円以上 124 40.3 13.7 14.5 12.1 23.4 36.3

２９人以下 73 38.3 6.8 12.3 19.2 46.6 15.1

３０～９９人 69 62.3 10.1 26.1 26.1 29.0 8.7

１００～９９９人 190 44.2 10.0 16.3 17.9 42.1 13.7

１，０００人以上 315 49.5 17.1 17.8 14.6 37.1 13.3

わからない 32 34.4 9.4 9.4 15.6 43.8 21.9

管理職 94 31.9 8.5 13.8 9.6 17.0 51.1

専門・技術職 184 52.1 20.1 17.9 14.1 39.1 8.7

事務職 218 47.2 12.8 18.8 15.6 46.8 6.0

営業・販売職 90 46.7 10.0 18.9 17.8 50.0 3.3

サービス職 35 57.2 0.0 22.9 34.3 22.9 20.0

技能・労務職等 37 56.7 10.8 5.4 40.5 35.1 8.1

その他・わからない 21 47.6 9.5 14.3 23.8 42.9 9.5

立場上、残
業代は支払
われない

（管理監督
者等）

職
種

回答者数
（Ｎ）

在宅勤務・テレワークで、残業代支払いの対象とな
る時間外・休日労働を行うことが＜あった＞ まったくな

かった

合計

性
別
・
就

業
形
態

賃
金
年
収

従
業
員
規
模

 問14　あなたの職場では、どのような方法で労働時間を管理（把握）していますか。　（2）在宅勤務・テレワークをした際の時間管理方法　（※複数回答）
タイムレ
コーダー
による管
理

ＩＣリー
ダー等で
の出退勤
時刻の読
み取り

パソコン
等の使用
時間（ロ
グインと
ログアウ
ト）の記
録

チャット
ツール等
での在
席・離席
状況の手
動記録

会議シス
テムのカ
メラ機能
等での在
席・離席
状況の管
理

上長によ
る出退勤
時刻の確
認（現
認）

出勤簿へ
の記名・
押印

ネット
ワーク上
の出退勤
管理シス
テムでの
打刻

メール等
による管
理者への
報告

自己申告 その他 労働時間
管理の対
象ではな
い

労働時間
管理はし
ていない

従業員規模計（不明を除く)(n=1033) 6.0 3.8 24.7 6.4 3.6 6.9 6.2 20.1 14.8 19.1 0.7 2.7 9.5

99人以下(n=260) 5.8 2.7 8.8 6.2 2.7 6.9 8.8 15.4 12.7 25.4 0.0 2.3 17.7

100～999人(n=324) 6.8 4.6 17.9 7.1 4.3 6.8 9.6 25.0 13.9 19.4 1.2 4.0 6.2

1,000人以上(n=449) 5.6 3.8 38.6 6.0 3.6 6.9 2.2 19.4 16.7 15.1 0.7 2.0 7.1
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問15(5)　　在宅勤務・テレワーク中に家事、育児、介護をすることがあり、仕事に集中できないことがありましたか。

計 よくあった ときどき
あった

まれにあっ
た

1085 40.1 8.0 14.7 17.3 59.9

男性既婚 461 45.1 8.7 16.9 19.5 54.9

男性未婚 234 37.2 6.8 13.2 17.1 62.8

女性既婚 190 43.2 11.1 15.3 16.8 56.8

女性未婚 200 29.0 5.0 11.0 13.0 71.0

有り 102 45.1 14.7 14.7 15.7 54.9

無し 983 39.6 7.3 14.8 17.5 60.4

687 35.2 6.8 11.1 17.3 64.8

6歳未満 131 65.6 16.8 31.3 17.6 34.4
6歳以上20

歳未満
170 50.0 9.4 20.0 20.6 50.0

20歳以上 97 22.7 2.1 9.3 11.3 77.3

回答者数
（Ｎ）

＜あった＞
まったくな

かった

合計

性
・
結
婚

の
状
況

要
介
護

家
族

子
の
有
無

無し

有り
(末子年齢)

問15(7)　　在宅勤務・テレワークに適さない環境で仕事をして体の具合を悪くしたことがありましたか。

計 よくあった ときどき

あった

まれにあっ

た

1085 27.8 4.6 10.5 12.7 72.2

649 36.7 6.8 14.5 15.4 63.3

436 14.7 1.4 4.6 8.7 85.3

228 59.2 12.3 27.6 19.3 40.8

857 19.5 2.6 6.0 11.0 80.5

計
よくあった

ときどき

あった

まれにあっ

た

1055 28.1 4.7 10.6 12.7 71.9

130 19.2 4.6 7.7 6.9 80.8

170 27.1 6.5 7.6 12.9 72.9

205 26.8 6.3 10.2 10.2 73.2

136 36.0 3.7 19.1 13.2 64.0

321 28.3 3.1 8.1 17.1 71.7

25 56.0 8.0 40.0 8.0 44.0

68 23.5 4.4 8.8 10.3 76.5

計
よくあった

ときどき

あった

まれにあっ

た

679 35.9 6.5 14.1 15.3 64.1

128 24.2 7.8 8.6 7.8 75.8

144 33.3 8.3 11.8 13.2 66.7

115 41.7 4.3 13.9 23.5 58.3

118 39.0 4.2 21.2 13.6 61.0

127 37.0 6.3 11.8 18.9 63.0

18 55.6 5.6 38.9 11.1 44.4

29 48.3 10.3 17.2 20.7 51.7

回答者数
（Ｎ）

＜あった＞
まったくな

かった

合計

９
月
の
テ
レ
ワ
ー

ク
実
施
者

週１日在宅勤務・
テレワークを実施

２日

３日

４日

５日

６日

７日

まったくな
かった

合計

週１日在宅勤務・
テレワークを実施

２日

新型コロナウイルス問
題が発生する前から９
月までの間、在宅勤

務・テレワークを継続
したか否か

回答者数
（Ｎ）

＜あった＞

５
月
の
テ
レ
ワ
ー

ク

実
施
者

３日

４日

５日

６日

７日

5月及び9月にテレワークを継
続した人

5月又は9月のどちらかのみテ
レワークを実施した人

新型コロナウイルス問題が発
生する前から９月までテレ
ワークを継続した人

その他のテレワーク実施者

5月から９月までの間、
在宅勤務・テレワーク

を継続したか否か

回答者数
（Ｎ）

＜あった＞
まったくな

かった

合計
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　　　　（回答対象者：5月から9月までの間に、一度も在宅勤務・テレワークを行ったことがない人）

計

勤務日は毎

日

勤務日の７

～８割程度

勤務日の５

割程度

勤務日の２

～３割程度

それ以下の

割合

家庭の都合

等必要時だ
け

3222 68.8 31.2 5.9 2.4 3.4 4.0 1.6 13.9

男性正社員 1284 68.5 31.5 5.1 1.6 4.0 4.8 2.0 13.9

男性非正社員 332 73.5 26.5 7.8 1.8 1.5 1.5 0.9 13.0

女性正社員 648 61.1 38.9 6.9 4.2 5.6 5.4 2.3 14.5

女性非正社員 958 72.8 27.2 5.5 2.5 2.0 2.8 0.6 13.8

管理職 170 61.8 38.2 1.8 2.4 7.1 7.6 1.8 17.6

専門・技術職 425 63.8 36.2 8.7 2.8 4.7 4.5 2.1 13.4

事務職 743 56.0 44.0 7.5 4.3 6.2 6.2 2.7 17.1

営業・販売職 457 73.1 26.9 3.5 1.5 2.8 4.8 1.5 12.7

サービス職 549 76.1 23.9 6.2 1.8 1.5 2.6 0.7 11.1

技能・労務職等 698 77.8 22.2 5.0 1.7 1.3 1.3 1.0 11.9

その他・わからない 180 72.2 27.8 5.0 0.6 1.7 2.8 0.0 17.8

職
種

問17　あなたは、今後、在宅勤務・テレワーク（継続を含む）を希望しますか。

回答者数
（Ｎ）

在宅勤務・
テレワーク

を「希望しな
い」

在宅勤務・テレワークを＜希望する＞

合計

性
別
・
就

業
形
態


